
（単位：千円）

Ⅰ　能登半島地震からの復旧・復興の加速化

＜地域防災力の向上＞

1
(危機管理課、

防災課) 2,605

財　　源

既査定

2 (防災課) 86,100

事業内容

財　　源

既査定

3 拡 (防災課) 30,000

事業内容

財　　源

既査定

4 拡 (防災課) 19,100

事業内容

財　　源 安全防災基金　等

　防災資機材の整備や地区防災計画の策定など、自主防災組織や民間事業者によ
る地域防災力向上の取組みへの支援を拡充

①防災資機材整備支援：補助対象に簡易トイレ・携帯
　　　　　　　　　　　トイレを追加
②訓練・研修開催支援：申請回数の制限（１組織１回）
　　　　　　　　　　　を撤廃
③企業版地域防災力向上支援の新設
　（対象者）避難場所に指定されている民間事業者
　（補助内容）防災資機材の整備、防災セミナー等
　　　　　　　の開催
　（補助率等）定額、上限額20万円

安全防災基金

防災士養成事業

　地域の「共助」の担い手として防災活動の中心となる防災士の養成と質の向上
を図るため、養成研修やスキルアップ研修を開催

①養成研修の受講枠に、新たに県内大学生等を対象
　とした学生枠（受講料無料）を創設
②スキルアップ研修に、県内大学生の参加とともに、
　現地研修会を開催

地震被害想定・津波シミュレーション調査

　科学的根拠に基づく適切な防災対策を推進するため、最大クラスの地震や津波
を想定した地震被害想定調査及び津波シミュレーション調査を実施

①地震被害想定調査（12ケース）
②津波シミュレーション調査（3ケース）
（調査期間）R6年10月～R8.7月

安全防災基金

地域防災力向上支援事業

主　要　事　業　一　覧

県地域防災計画改定事業

　地震被害想定・津波シミュレーション調査結果等を踏まえ、県防災会議等を開
催し、県地域防災計画を改定

一般財源　等

※事業は各項目ごとに建制順に掲載（最も関連性の高い項目に掲載）

※11月定例会提案分、２月定例会（２月補正（当初同時））提案分を含む



5 拡 (防災課) 9,000

事業内容

財　　源

既査定

6 新 (防災課) 120,000

事業内容

財　　源

既査定

7 新 (防災課) 1,600

事業内容

財　　源

既査定

8 拡 (防災課) 18,018

財　　源

既査定

9 新 (消防課) 1,000

財　　源

既査定

10 新 (消防課) 13,500

事業内容

財　　源

既査定

緊急消防援助隊中部ブロック合同訓練事業

　令和６年能登半島地震での教訓を踏まえ、中部７県の消防機関（緊急消防援助
隊）等が連携して、本県被災を想定した実践的な訓練を実施

孤立地域救出訓練、土砂災害救出訓練、災害情報収集・伝達訓
練　等

一般財源

緊急防災・減災事業債 等

感震ブレーカー普及推進事業

　地震時の電気火災リスクを低減するため、感震ブレーカーの設置補助を行う市
町村を支援（補助率）1/2

安全防災基金

　災害発生時の住家の被害認定調査及び罹災証明書の発行を迅速かつ適切に実施
できるよう、県及び市町村職員向けの研修会を開催

①住家の被害認定調査研修
②罹災証明書の発行研修

安全防災基金

防災情報発信強化事業

　R8出水期から実施される気象情報の体系整理に伴い、県民に迅速かつ正確に情
報を届けるため県総合防災情報システムを改修

避難所生活環境改善事業【R⑦.2月補正】

　民間による災害対応車両導入に係る費用への補助及び県による避難所に必要な
資機材整備を通じ、避難所の生活環境を抜本的に改善

①民間事業者による災害対応車両導入への支援
（補助率）4/5　（上限額）1,000万円
②水循環型シャワー（6台）の整備

地域未来交付金（地域防災緊急整備型）　等

住家の被害認定調査市町村支援事業

防災井戸整備支援事業

　災害時の生活用水を確保するため、市町村が実施する防災井戸の整備を支援

補助対象に井戸の新設を追加
（補助率）1/2　（上限額）150万円

緊急防災・減災事業債



11 新 (消防課) 36,000

財　　源

既査定

12 新 (医務課) 1,000

事業内容

財　　源

既査定

13 新 (教育企画課) 1,100

事業内容

財　　源

既査定

14 拡 (教育企画課) 651,800

事業内容

財　　源

＜くらし・生活の再建、公共インフラ等の復旧＞

15 新 (自然保護課) 33,450

事業内容

財　　源

既査定

16 新 (厚生企画課) 21,000

事業内容

財　　源 一般単独災害復旧事業債

　黒部峡谷鉄道の全線開通に向け、地震で被害があった欅平園地及び鐘釣温泉園
地の安全対策を実施

①欅平園地の転落防止柵の改修
②欅平園地の落石対策調査
③鐘釣温泉園地の転落防止柵の改修　等

自然環境整備交付金　等

忠霊塔広場修繕事業

　地震により柵の倒壊等が発生している忠霊塔広場（富山市八ヶ山）について、
損傷箇所の修繕と地盤の復旧整備を実施

既存柵の撤去及びフェンスの新設、広場地面の整地　等

欅平園地及び鐘釣温泉園地の安全対策事業

地域医療介護総合確保基金

災害時の学校相互支援体制構築事業

　教職員等による災害時学校支援チームの令和９年度創設に向けて、県内におけ
る相互支援体制の構築を推進

①災害時学校支援チームの運営委員会の設置及び開催
②チーム創設に向けた調査検討及び隊員募集説明会の開催
③隊員向けハンドブックの作成

災害時学校支援体制構築事業委託金

県立学校体育館空調設備整備事業

　児童生徒等の熱中症対策及び避難所としての機能強化のため、特別支援学校へ
の体育館空調整備に加え、県立高校の体育館に移動式空調を配備

①特別支援学校への空調設備の整備
②県立高校への移動式空調設備の配備

学校施設環境改善交付金　等

　防災航空センター及び警察航空隊基地の発災時における受援機能の強化を図る
ための方策を検討

安全防災基金

富山版DMAT創設事業

　県内の災害医療体制を強化するため、富山版DMAT（災害派遣医療チーム）の隊
員を養成・登録

医療関係者に対し、災害現場での傷病者観察手順とトリアー
ジ、現場救護所での診療等についての研修会を実施

消防防災ヘリコプター等拠点整備検討事業



17 (厚生企画課) 67,000

事業内容

財　　源

既査定

18 (高齢福祉課) 17,431

財　　源

既査定

19 (水産漁港課) 80,000

財　　源

既査定

20 拡 (建築住宅課) 200,396

事業内容

財　　源

既査定

21 (建築住宅課) 210,000

事業内容

財　　源

既査定

防災・安全交付金　等

宅地液状化等復旧支援事業

　地震により液状化被害を受けた宅地の地盤改良等の復旧を支援

（対象者）液状化被害により準半壊以上の認定を受けた
　　　　　宅地の所有者等
　　　　　※一部損壊についても対象となる場合あり
（支援額）県・市町村分を合わせ最大766.6万円
　　　　　（工事費から50万円を控除した額に対して
　　　　　　３分の２を乗じた額）

一般財源

　能登半島地震により被災した漁港施設（氷見漁港、新湊漁港）について、野積
場などの復旧工事を実施

一般単独災害復旧事業債

安全・安心とやまの住まい耐震化等促進事業

　木造住宅の耐震化を促進するため、耐震診断や改修工事等を支援

①木造住宅耐震診断（上限額 約10万円）
②木造住宅耐震改修設計（上限額 10万円）
③木造住宅耐震改修工事（上限額 60万円）
④被災木造住宅耐震改修・建替工事
　　　　　　　　　　　（上限額 70万円）
⑤危険コンクリートブロック塀除却・設置
　　　　　　　　　（上限額 7.5万円→9万円に拡充）
⑥耐震シェルター設置（上限額 30万円）
⑦住宅瓦屋根耐風改修工事（上限額 13.8万円）

介護施設等における防災・減災対策推進事業【R⑦.2月補正】

　高齢者施設等の防災・減災対策を推進するため、非常用自家発電と給水設備の
整備、水害対策に伴う改修等を支援

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金　等

県単独漁港災害復旧費

富山県被災者生活再建支援事業費補助金

　国の被災者生活再建支援制度の対象とならない被災者を対象とした県独自の支
援制度

（実施主体）市町村
（負担割合）県10/10
（対象世帯）半壊世帯（損害割合20％台）
（支給額）　最大100万円

地域振興基金



22 (建築住宅課) 140,000

事業内容

財　　源

既査定

23
(生涯学習・文化財

課) 7,539

事業内容

財　　源

既査定

24 新 (警・交通規制課) 23,000

財　　源

＜地域産業の再生、北陸全体の復興に向けた連携＞

25 新 (観光振興室) 34,000

事業内容

財　　源

既査定

一般単独災害復旧事業債

黒部宇奈月キャニオンルート始動事業【R⑦.2月補正】

　黒部峡谷鉄道の全線開通後、速やかに「黒部宇奈月キャニオンルート」一般開
放・旅行商品化が開始できるよう準備を進めるとともに、全線開通後の新たな魅
力創出を支援

①ガイド研修の支援
②機運醸成のためのプロモーション
③黒部宇奈月キャニオンルートの一部を活用した新たな
　ツアーの造成支援　等

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

　能登半島地震で被災した国指定等文化財の復旧を支援

（事業主体）市町村等
（国補助）70～85％（事業主体へ直接交付）
（国補助の残分に対する補助）
　①市町村が事業主体の場合：県50％、市町村50％
　②民間が事業主体の場合：県40％、市町村40％、
　　　　　　　　　　　　　民間20％

一般財源

能登半島地震に伴う交通安全施設復旧工事

　能登半島地震に関連して損傷が確認された交通信号機等の交通安全施設の復旧
工事を実施

自宅再建利子助成事業

　地震により被害を受けた自宅を新築、購入又は補修するために融資を受けた場
合の借入額の利子分について助成

（対象者）半壊以上の認定を受けた住宅の所有者等
　　　　　※準半壊、一部損壊について対象となる
　　　　　　場合あり
　　　　　※世帯収入等要件あり（子育て世帯は除く）
（支援額）上限額 300万円
　　　　　（借入額、利率、返済期間に基づき算定した額
　　　　　　を一括支給）

地域振興基金

国指定文化財災害復旧支援事業



26 拡 (地域産業振興室) 3,070,000

事業内容

財　　源

既査定

27 (地域産業振興室) 323,000

事業内容

財　　源

既査定

28 新 (水産漁港課) 1,191,491

事業内容

財　　源

既査定

29 新 (水産漁港課) 10,000

事業内容

財　　源

浜の活力再生・成長促進交付金　等

富山湾漁場環境総合調査【R⑦.2月補正】

　地震後の漁場環境の状況を把握するため、富山湾の広域的かつ総合的な調査を
実施

①水質分析と植物プランクトンの採取、分析
②海底堆積物と底生生物の採取、分析
③潜水による海藻の採取・同定、現存量の推定
④かにかごを用いた漁場探索支援調査
⑤シロエビ幼生分布調査

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

　能登半島地震による被害を受けた事業者の資金繰りを支援

（融資枠）８億円
（融資限度額）１億円
（融資期間）10年以内(据置期間　最大５年)
（金利）年1.25％以内
（保証料率）ゼロ%～年0.55%
（取扱期間）令和８年４月１日～令和９年３月31日

貸付金元利収入　等

漁業経営構造改善事業【一部R⑦.11月補正】

　漁協等が実施する水産業共同利用施設の復旧・整備を支援

（実施主体）①氷見加工組合　冷凍冷蔵施設（11月補正）
　　　　　　②氷見漁協　荷さばき施設（11月補正）
　　　　　　③堀岡養殖漁協　養殖施設
　　　　　　④新湊漁協　作業保管施設
（補助率）①②国1/2、県1/5、市1/5
　　　　　③④国1/2、県1/10、市1/10

なりわい再建支援事業【R⑦.11月補正】

　被災した中小企業等の施設・設備の復旧等を支援

（補助率）中小・小規模3/4（国1/2、県1/4）
　　　　　中堅1/2（国1/3、県1/6）
（補助上限）３億円
（対象企業）中堅、中小、小規模事業者等
（対象経費）工場・店舗などの施設、生産機械などの
　　　　　　設備の復旧費用等

なりわい再建支援補助金　等

県融資制度「震災対策特別融資」の延長



Ⅱ　「人材確保・活躍の富山モデル」の構築に向けた取組みの推進

＜人材確保、働き方改革＞

30
(ワンチームとやま

推進室) 13,500

事業内容

財　　源

既査定

31 新 (デジタル化推進室) 28,644

事業内容

財　　源

既査定

32 新 (デジタル化推進室) 9,811

財　　源

既査定

33 新
(地域交通・

新幹線政策室) 19,000

事業内容

財　　源

34 新 (財産管理室) 制度改正

既査定

指定管理施設への賃金・物価スライド制度の導入

　近年の物価上昇や人件費高騰等の社会経済情勢等の変化に対応するため、対象
60施設の指定管理料の算定において、賃金・物価スライド制度を導入

一般財源

公共交通人材確保・活躍推進事業

　公共交通サービスを維持するため、運行を支える担い手となる運転手の確保・
活躍に向けた取組みを実施

①民間企業と連携した兼業・副業等多様な働き方による
　人材確保
②第二種運転免許取得や、トイレやシャワールーム等の
　施設整備を支援
③バス運転手専門の就職イベントへの参加や営業所見学会の
　実施

重点支援地方創生臨時交付金

　市町村の自治体基幹系システム標準化後の運用等を支援するため、県がデジタ
ル人材を確保して県内市町村に派遣

各市町村の標準化システム稼働に合わせてデジタル人材を派遣

市町村負担金　等

DX・市町村支援統括専門官（仮称）の配置

　県のDX全般に関する企画・立案への指導および市町村のDXを統括的に助言・支
援する人材を新たに配置

地域おこし協力隊連携促進事業【一部R⑦.2月補正】

　地域おこし協力隊の受入促進のため、隊員の募集段階から任期中にかけての活
動を支援するとともに、協力隊の活動に関する情報を県外に向けて発信

①地域おこし協力隊員による受入促進のための情報発信
②活動報告会等の開催や相談窓口の設置、隊員同士の
　交流促進など隊員向け支援

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

市町村のデジタル人材確保支援事業



35 新 (厚生企画課) 11,500

事業内容

財　　源

既査定

36 (高齢福祉課) 14,053

事業内容

財　　源

既査定

37 拡 (高齢福祉課) 6,900

事業内容

財　　源

既査定

38 新 (障害福祉課) 1,000

事業内容

財　　源

既査定

39 新
(多様な人材活躍

推進室) 13,500

事業内容

財　　源

既査定

　エッセンシャルワーク分野をはじめとする人手不足への対応や継続雇用に係る
新たな労働入口創出、多様な働き方の推進に繋げるため、スポットワークを切り
口とした人材マッチングプラットフォームを創設

①人材マッチングプラットフォームの構築
②スポットワークの普及・推進
③福祉・介護、看護、建設分野への重点的な支援

重点支援地方創生臨時交付金

農福プラス連携マルシェ（仮称）開催事業

　農福連携のさらなる認知・振興を図るため、新たに林業・水産業分野のイベン
トに出展し、農林水産分野との連携及び工賃等向上を促進

農福連携に取り組む障害福祉事業所の食品や雑貨等の製品を販
売するイベントを開催

地域生活支援事業費等補助金　等

人材マッチングプラットフォーム創設事業

介護保険事業費補助金　等

元気高齢者と介護事業所をつなぐ「ケアサポーター」マッチング支援事業

　元気な高齢者の社会進出や生きがいづくりの創出を促進し、介護現場の人材不
足を解消するため、介護助手（県愛称「ケアサポーター」）制度の普及を推進

①「ケアサポーター普及推進員」によるマッチング支援
②地域における介護事業所や担い手となる元気高齢者等
　への支援（市町村に対する補助）
　※住民を対象とした研修を追加

地域医療介護総合確保基金

　介護人材の裾野を拡大するため、福祉人材センターにおけるマッチングの強化
を図るとともに、介護事業所における外国人材の定着を支援

①キャリア支援専門員（2名）による相談支援
②外国人未採用の介護事業所へのマッチング支援　等

地域医療介護総合確保基金

訪問介護等サービス提供体制確保支援事業【R⑦.2月補正】

　訪問介護事業所等が実施する、サービス継続を目的とした人材確保体制の構築
による、安心して働き続けられる環境整備や経営改善に向けた取組みを支援

（補助対象）訪問介護事業所等
（対象経費）①研修体制づくり、採用活動、
　　　　　　　経験年数の短いヘルパーへの同行等
　　　　　　②経営改善、常勤化の促進、協働化・
　　　　　　　大規模化の取組み、広報活動

福祉・介護人材マッチング・定着強化事業



40 新
(多様な人材活躍

推進室)
1,800

事業内容

財　　源

既査定

41 拡
(多様な人材活躍

推進室) 7,000

事業内容

財　　源

既査定

42 新
(多様な人材活躍

推進室) 5,000

事業内容

財　　源

既査定

43 新
(多様な人材活躍

推進室) 10,000

事業内容

財　　源

既査定

44 拡
(多様な人材活躍

推進室) 11,200

事業内容

財　　源

既査定

賃上げ応援事業

　賃上げに関する国等の支援制度を活用するために必要な就業規則の整備等に取
り組む中小企業・小規模事業者を支援

（対象経費）社会保険労務士等への依頼費用
（補助率）中小企業1/2、小規模事業者2/3
（補助上限）10万円

重点支援地方創生臨時交付金

障害のある学生の就職・定着促進支援等事業【R⑦.2月補正】

人材活躍推進センター体制強化事業

　様々な分野の深刻な人材不足に対応するため、窓口機能を強化するなど人材活
躍推進センターの体制を強化

①窓口機能の強化
②障害者雇用に係る企業支援の強化
③託児サービスの提供
④情報発信の強化

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

労働需給シミュレーション活用促進事業【R⑦.2月補正】

　分野ごとのより効果的な人材確保等の施策の深化を図るため、県独自の労働需
給シミュレーションの内容を充実

①シミュレーションの継続実施
②シミュレーションダッシュボードの改良

一般財源

「富山で働こう」拡散展開事業【R⑦.2月補正】

　即戦力人材の確保と定着を推進するため、県外で働く若者を主な対象として、
富山での就職・転職を促す情報発信を行うとともに、企業と転職希望者との交流
機会を創出するイベント等を実施

①転職・移住を検討する人が県内企業と出会えるイベ
　ントの開催
②富山県への転職を促す情報発信・PR
③県内企業を対象に自社の魅力を発信できる求人票
　作成指導セミナーを実施

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

　新卒障害者の就業・職場定着を支援するとともに、人材活躍推進センターに障
害者雇用推進員を配置し、企業における障害者雇用の促進を強化

①コーディネーターによる新卒学生等の支援
②障害者雇用推進員による企業支援

地域未来交付金（地域未来推進型）　等



45 拡
(多様な人材活躍

推進室)
85,600

事業内容

財　　源

既査定

46 拡
(多様な人材活躍

推進室) 13,000

事業内容

財　　源

既査定

47 拡
(多様な人材活躍

推進室) 2,000

事業内容

財　　源

既査定

48 新 (農業経営課) 6,500

事業内容

財　　源

既査定

①県内企業とプロフェッショナル人材とのマッチングを支援
②県内企業と副業・兼業人材とのマッチングを支援
③副業・兼業人材の人材紹介手数料等を補助
 (1)新規活用コース
　（補助率）8/10　（上限額） 50万円/人
　※副業・兼業人材を初めて活用する企業を対象に、
　　人材紹介手数料に加え、報酬や交通費等も補助
 (2)2回目以降活用コース
　（補助率）1/2　 （上限額）8.8万円/人

　農業法人への就農を促進するため、トライアル雇用制度の周知や受入れ法人に
対する必要経費への支援を実施

①トライアル雇用の周知（チラシ制作、広告・イベント
　実施）
②トライアル雇用に必要な費用を農業法人に支援
　（支援額）就農希望者１人につき２万円/月
　　　　　　（最大３ヵ月）

担い手育成・確保等対策事業費補助金

大学生キャリア形成の変容に係る意識調査事業【R⑦.2月補正】

　県外に進学した本県出身の女子学生の就職やキャリア形成に関する意識変容調
査を継続実施するとともに、調査結果報告会を開催

①大学生キャリア形成の変容に係る意識調査の実施
②調査結果報告会の開催

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

トライアル雇用就農促進事業

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

女性の活躍促進官民連携事業【R⑦.2月補正】

　「女性の活躍促進官民連携会議」において、企業トップのメッセージを浸透さ
せ、社内風土を改善するキャンペーンを新たに実施

①DEI企業成長塾の開催
②現場×トップ対話による経営進化キャンペーン
③企業間交流会等の開催

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

富山版「プロフェッショナル人材・副業兼業人材確保プロジェクト」強化事業【R⑦.2月補正】

　県の「プロフェッショナル人材戦略本部」を拠点に、県内金融機関等と連携
し、県内企業のプロフェッショナル人材や副業・兼業人材の活用を支援



49 拡 (農業経営課) 4,790

事業内容

財　　源

既査定

50 (農業経営課) 81,000

事業内容

財　　源

既査定

51 新 (水産漁港課) 4,000

事業内容

財　　源

既査定

52 新 (建設技術企画課) 1,000

事業内容

財　　源

既査定

　建設業界で働く誰もが主体的に力を発揮し、定着・活躍できる会社風土の改善
等に資する建設企業の取組みを支援

①労働環境改善につながるセミナー開催・参加等への補助
（補助率）1/2　（上限額）20万円
②女性技術者のスキルアップ支援に対する補助
（補助率）1/2　（上限額）20万円

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

水産業担い手確保促進事業【R⑦.2月補正】

　漁業に関心のある人を県内での漁業就業につなげるとともに、県内の若い世代
が富山の水産の魅力に触れる機会を創出

①漁業のPR動画作成、魅力発信
②県内高校生に向けた「海のおしごと出前講座」の実施

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

とやま建設業魅力ある職場づくり支援事業【R⑦.2月補正】

農山漁村振興交付金　等

世代交代就農円滑化事業

　地域計画の実現に向け、新規就農者がスムーズに経営を継承・発展できるよ
う、経営資源の有効活用や経営移譲に向けた取組みを支援

（実施主体）市町村　※農業者への間接補助
（支援対象）49歳以下の認定新規就農者等
（対象経費）
　①農業用機械・施設等を新規就農者が継承・利用する
　　ために必要となる修繕等
　②法人化等の農業経営の移譲に向けた取組みを支援
　③機械・施設の取得等
（補助率）①及び②：7/12（国1/3、県1/6、市町村1/12）
　　　　　③7/8（国1/2、県1/4、市町村1/8）
　　　　　※国補助上限600万円（①～③の合計）

担い手育成・確保等対策事業費補助金　等

農福連携推進事業

　令和７年度に策定した「第２期富山県農福連携等推進方策」に基づき、専門人
材の育成強化や受け入れる農林水産事業者側の作業環境の整備を実施

①農福連携推進セミナーの開催
②農福応援アドバイザー育成研修会の対象を林業・水産業
　へ拡大
③働きやすい環境整備への支援を林業・水産業へ拡大



53 新 (教職員課) 14,400

事業内容

財　　源

54 新 (警・警務課) 400

財　　源

＜人材育成、省力化・省人化＞

55 新
(ワンチームとやま

推進室) 5,000

事業内容

財　　源

既査定

56 拡 (デジタル化推進室) 37,000

事業内容

財　　源

既査定

57 新 (観光振興室) 21,000

事業内容

財　　源

既査定

警察官採用試験会場の増設

　首都圏に在住する富山県出身の学生、社会人の受験機会を増やし、幅広く優秀
な人材を確保するため、東京都内で採用試験を実施

一般財源

　稼げる観光人材の育成とネットワーク構築を図るため、「とやま観光塾」をリ
ニューアルし、「とやま観光ビジネスアカデミー」を新設

３コースを開講
①観光マーケティングを学び、事業計画・商品プラン
　造成を目指す「観光ビジネスコース」
②地域通訳案内士取得を目指す「インバウンドガイド
　コース」
③インバウンドビジネスの起業を目指す「グローバル
　コース」

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

デジポックとやま実証実験・定着プロジェクト事業【R⑦.2月補正】

　最新のデジタルソリューションを活用し、富山県が抱える地域課題について実
証実験を行い、地域課題解決の取組みを加速化するとともに、実証事例の県内へ
の定着を促進

公募による地域課題解決の実証実験
※プロジェクト委託費を500万円/件に増額

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

とやま観光ビジネスアカデミー事業【R⑦.2月補正】

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

まちづくり×ビジネス実践人材育成事業【R⑦.2月補正】

　まちづくりの担い手を発掘・育成するため、活動立上げ段階から効果的・持続
可能な活動への支援までを一体的に行う実践的なプログラムを実施

県内の意欲のある人材に対し、トライアルプロジェクト（PoC）
の手法を活用した実践的な研修プログラムを実施

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

とやまの教職魅力化・働き方改革一体プロジェクト事業【一部R⑦.2月補正】

　優れた教員志望者及び講師を確保するため、働き方改革の推進と人材確保の両
面からの取組みを一体的に展開

①県立高校における地域人材等の活用や校務DXの推進
②高校生・大学生を対象としたワークショップの実施
③教員志望者向けオンラインセミナーの実施　等



58 拡 (人事企画室) 12,560

事業内容

財　　源

既査定

59 (人事企画室) 4,000

財　　源

既査定

60 拡 (高齢福祉課) 638,000

事業内容

財　　源

既査定

61 新 (障害福祉課) 25,820

事業内容

財　　源

既査定

障害者就労施設の生産活動支援事業

　障害者就労施設の生産性を向上するため、ICT機器等の導入や農業分野等との
連携を支援

①工賃向上に向けたICT機器等の導入支援
（補助対象）就労継続支援A型・就労継続支援B型事業所
（対象経費）PC機器、動画編集ソフト、配信機材　等
（補助率）3/4（国1/2、県1/4、事業者1/4）
②障害者就労支援施設の農業分野等における
　マッチングや立上げ等を支援
（補助対象）就労継続支援A型・就労継続支援B型事業所
（対象経費）農福連携等プラスの取組みに係る
　　　　　　マッチングや立上げ支援、伴走する
　　　　　　コーディネーターの人件費等
（補助率）10/10

障害者総合支援事業費補助金　等

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

介護テクノロジー導入支援事業【R⑦.2月補正】

　介護職員の負担軽減と介護人材の確保を図るため、介護ロボットやICT等のテ
クノロジー機器の導入を支援

①介護事業所が行う介護テクノロジー導入に要する経費を補助
　（補助率：4/5、上限額：1,000万円/法人）
②市町村が行うケアプランデータ連携システムの活用促進
　モデルとなる地域づくりに要する経費を補助
　（補助率：10/10、上限額：850万円/地域）
③小規模事業所におけるテクノロジー導入のモデル
　事業所を育成

介護保険事業費補助金　等

県庁活性化促進事業【一部R⑦.2月補正】

　県職員のエンゲージメント向上を目指し、職員の能力向上と組織力の強化を総
合的に推進

①職員のリスキリングに資する研修実施や資格取得の
　支援
②職員の政策立案能力向上を図るためのチャレンジ
　コンテストの実施
③専門的な知見を有する外部副業人材の活用　等

未来へつなぐ行政サービスのあり方検討会開催事業

　人口減少や少子高齢化が進む中、多様化する県民ニーズ等に対応するため、持
続可能な行政サービスのあり方に関する検討会を開催

一般財源



62 (障害福祉課) 15,111

事業内容

財　　源

既査定

63 新 (地域産業振興室) 7,000

事業内容

財　　源

既査定

64 拡 (農業経営課) 185,100

事業内容

財　　源

既査定

65 新 (森林政策課) 1,300

事業内容

財　　源

既査定

66 拡 (森林政策課) 19,600

事業内容

財　　源

既査定

　スマート林業を普及するため、ICT等の活用による木材生産などの効率化、省
力化を実証・普及

①富山県林業イノベーション推進協議会による研修会の開催
②スマート林業（タワーヤーダによる木材生産等）の導入実証
③日報管理システムの活用　等

森林経営管理支援基金

林業技能士育成支援事業

　技能向上や林業作業の質の確保を図るため、林業技能士の育成を支援

①林業技能士の育成に関する研修の実施
②技能検定受検に係る費用の支援

林業・木材産業循環成長対策交付金　等

林業イノベーション推進総合対策事業

重点支援地方創生臨時交付金

農業研修体制強化事業【一部R⑦.2月補正】

　実習棟を整備するなど、とやま農業未来カレッジの研修体制を強化

①通年研修及び園芸経営実践コースの運営
②リカレント教育としてのカレッジ講義のウェブ配信
　の試行
③既就農者向け短期研修の開催
④実習棟の整備

担い手育成・確保等対策事業費補助金　等

　障害福祉サービス事業所の業務効率化及び業務負担軽減を図るため、ICTやロ
ボットの導入を支援

（対象施設）障害福祉サービス事業所
（対象経費）ICT機器、ロボットの導入費用
（補助率）3/4（国1/2、県1/4）

障害者総合支援事業費補助金　等

富山版MBA開講準備事業

　県内中小企業のリーダー人材育成を支援するプラットフォーム「富山版MBA」
の令和９年度の開講に向けた準備を実施

①新時代の経営リーダー育成のための新たな研修プロ
　グラムの検討
②人材育成に関連する情報を集約したポータルサイト
　の構築

障害福祉施設ICT・ロボット導入支援事業【R⑦.2月補正】



67 新 (教育みらい室) 4,300

事業内容

財　　源

Ⅲ　総合計画の推進

重点的に推進する人口減少対策

68 新 (企画室) 13,000

事業内容

財　　源

既査定

69 新
(ワンチームとやま

推進室) 13,200

事業内容

財　　源

既査定

70 新 (観光振興室) 24,000

事業内容

財　　源

既査定

「地域とつながる」富山暮らし体験事業【一部R⑦.2月補正】

　関係人口創出や移住促進のため、移住検討者等を対象に、地域と深く関わる暮
らし体験を提供するとともに、地域側の受入体制の構築及び地域人材の育成を推
進

①現地サポーターの支援による地域交流プログラムの
　造成
②県内特定地域への２週間滞在経費支援　等

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

メディア等を活用した観光誘客促進事業【R⑦.2月補正】

　首都圏等メディア（TV・SNS・雑誌等）に対し、効果的な情報提供を行い、富
山県の物産・観光等の露出拡大と認知度向上を図るとともに、観光誘客を促進

①首都圏メディア等とのリレーション構築及びメディア
　等向け情報素材の提供
②メディア等の県内ツアーの実施
③取材誘致支援　等

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

関係人口による地域活性化モデル事業 【R⑦.2月補正】

　「ふるさと住民登録制度」の創設を見据え、関係人口や県外企業が地域課題の
解決に関与するプロジェクトを実施するとともに、地域の受入れのノウハウや関
係人口の参画により地域が得られる効果・メリットを広く発信

①関係人口・県外企業による課題解決プロジェクトの実施
②受入れ地域・団体向けの研修会・成果報告会の実施

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

非認知能力育成推進事業【R⑦.2月補正】

　児童生徒の非認知能力を育成するため、市町村教育委員会との連携により実践
研究を推進

①非認知能力育成に向けた研究実践委託
②非認知能力育成ガイドの作成



71 新 (航空政策課) 70,320

事業内容

財　　源

既査定

72 新 (自然保護課) 12,000

事業内容

財　　源

既査定

73 新 (医務課) 24,000

事業内容

財　　源

既査定

74 新 (成長産業推進室) 53,000

事業内容

財　　源

既査定

ものづくり企業のバイオ・医薬分野参入推進事業【R⑦.2月補正】

地域医療介護総合確保基金

　ツキノワグマをはじめとする鳥獣による被害防止の担い手を継続的に確保する
ため、新人ハンターへの研修や銃購入に対する支援等を実施

①新人ハンターへの研修
②第一種銃猟免許・銃所持許可取得に係る費用や新人
　ハンターの装薬銃の購入等に対する補助
③猟友会が行うハンター養成活動等への補助

指定管理鳥獣対策事業交付金　等

地域医療構想策定事業

　地域医療提供体制全体に係る需要と供給を分析し、将来ビジョンや方向性を検
討

①医療提供体制全体（入院医療、外来医療、在宅医療、
　介護との連携、人材確保等）に係るデータ分析
②医療提供体制の将来ビジョンの策定及び県民への周知

国際路線運航再開・就航促進事業

　富山空港国際路線の定期便再開や安定運航、新規路線就航に向け、旅客確保や
エアポートセールス等の取組みをインバウンドとアウトバウンドの両面から戦略
的に実施

①旅行商品造成に対する助成
②エアポートセールスの実施　等

重点支援地方創生臨時交付金

新人ハンター養成事業

　部素材供給等を通じた県内ものづくり企業のバイオ・医薬分野への参入を推進
するため、マッチングイベントやセミナーの実施、新製品、新技術の研究開発を
支援

①マッチングイベント、セミナーの開催
②バイオ・医薬分野への参入に関する研究開発経費
　への助成
　（補助率）2/3以内　（上限額）500万円 等
③専任コーディネーターによるプロジェクト推進

地域未来交付金（地域未来推進型）　等



75 拡 (成長産業推進室) 98,000

事業内容

財　　源

既査定

76 新 (市場戦略推進課) 42,300

事業内容

財　　源

既査定

77 新 (農業技術課) 141,490

事業内容

財　　源

既査定

78 新 (建設技術企画課) 11,800

事業内容

財　　源

既査定

79 新 (教育みらい室) 5,400

事業内容

財　　源

①成長産業分野に関する研究会の開催
②成長産業分野及びサーキュラーエコノミーに関する
　研究開発経費への助成
　（補助率）2/3以内　（上限額）500万円 等
③技術コーディネーターを新たに配置し、動静脈産業
　の連携強化によるサーキュラーエコノミーを推進 等

とやま型スマート農業普及拡大支援事業【一部R⑦.2月補正】

　ロボット、AI、IoT等の情報通信技術を活用したスマート農業技術の普及拡大
を図るため、スマート農機の導入を支援し、農業のDX化を促進

①スマート農機導入加速化の支援
②とやま型集落営農等スマート農機導入の支援
③農業DXアドバンストエッセンシャルワーカーの創出
④地域営農体制の強化
⑤DX活用による省力的水稲栽培管理システムの実用化

重点支援地方創生臨時交付金　等

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

広域連携農林水産物等輸出促進事業【R⑦.2月補正】

　全国知事会や北陸三県と連携し、海外での農林水産物等の輸出拡大に向けたプ
ロモーション等を実施

①全国知事会海外プロモーション（米国ニューヨーク）
②ニューヨーク・メキシコでの北陸フェア開催
③海外バイヤー招聘商談会・産地視察　等

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

産学官オープンイノベーション推進事業【R⑦.2月補正】

　ものづくり産業未来戦略に基づく成長産業分野に関する研究会活動の実施や新
製品、新技術の研究開発を支援

小・中学生My夢ビジョン事業【R⑦.2月補正】

　小中学生が夢や目標に向かって、自身の生き方について主体的に考える力を育
むキャリア教育を推進

①小中学生や保護者等向け資料・リーフレットの作成
②「キャリア教育出前講座」の実施　等

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

未来へつなぐ持続可能なインフラマネジメント推進事業

　持続可能なインフラマネジメントに向け、道路・橋梁を中心にマネジメント基
本方針を策定するほか、県民意識醸成のためのシンポジウムおよび土木・農林行
政職員の生産性向上研修を開催

①持続可能な道路ネットワークの基本方針の策定
②持続可能なインフラマネジメントシンポジウムの開催
③ドローン操作講習会の開催

一般財源



未来に向けた人づくり

＜こども・子育て＞

80 拡 (企画室) 8,000

事業内容

財　　源

既査定

81 (企画室) 25,000

事業内容

財　　源

既査定

82
(ワンチームとやま

推進室) 1,874,170

事業内容

財　　源

既査定

83 新 (こども家庭室) 9,000

事業内容

財　　源

既査定

84 新 (こども家庭室) 52,344

事業内容

財　　源

既査定

富山県こどもまんなか条例普及啓発プロジェクト【R⑦.2月補正】

　「富山県こどもまんなか社会を実現するためのこどもの権利に関する条例」
（略称：富山県こどもまんなか条例）案に定める理念や内容の普及啓発を図ると
ともに、こどもの権利を守る附属機関を設置・運営

　先天性代謝異常等検査について、国の実証事業（新生児拡大マススクリーニン
グ検査）と合わせて外部委託により検査を実施

①先天性代謝異常等検査（20疾患）
②国の新生児マススクリーニング検査実証事業（2疾患）

母子保健衛生費国庫補助金　等

①建設工事・外構工事
②開業準備業務

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

　出会いや結婚を希望する若者に広く出会いの機会を提供するため、大規模恋活
イベントを開催

（開催数）２回
（内　容）恋活セミナー、交流を深めるアクティビティ等

地域少子化対策重点推進交付金　等

「福利厚生×出会い応援」官民連携事業

　全国に先駆けて開発した出会い応援アプリ「TOYAMA goen」の導入・利用を県
内企業との連携により促進し、マッチングを望む従業員の出会いを支援

とやま出会い応援アプリ「TOYAMA goen」の運用、利用促進等

とやま出会い応援大規模イベント開催事業

①パンフレットの作成
②「こどもまんなかフェス」を開催し、こどもや保護者に
　対する普及啓発を実施
③「こども支援委員会」の設置・運営
④こどもの意見表明交流会等の開催

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

新生児マススクリーニング検査事業

地域少子化対策重点推進交付金　等

新川こども施設整備・運営事業【R⑦.2月補正】

　令和９年８月の開業に向け、建設工事及び開業準備業務を実施
R⑨

債務負担行為設定
＜34,819＞



85 新 (こども家庭室) 62,865

事業内容

財　　源

既査定

86 新 (こども家庭室) 6,600

事業内容

財　　源

既査定

87 新 (こども家庭室) 4,200

事業内容

財　　源

既査定

88 拡 (こども家庭室) 2,582,000

事業内容

財　　源

既査定

①関係機関連携会議の開催
②民間団体と協働した居場所の提供支援
　（補助率）定額　（補助上限）300万円/団体
③女性支援に関する制度及び相談窓口の周知

こども安心センター（仮称）整備事業【一部R⑦.2月補正】

　令和９年４月の開設に向け、こども安心センター（仮称）の新築工事等を実施

富山児童相談所・児童心理治療施設・学びの場の一体的整備工
事等

次世代育成支援対策施設整備交付金　等

困難な問題を抱える女性支援推進等事業費国庫補助金　等

フリースクール等こどもの居場所づくり応援事業【一部R⑦.2月補正】

　「こどもの居場所づくり」を推進するため、不登校など様々な困難を抱えるこ
どもの学校以外の居場所を運営する民間団体の取組みを支援

①ネットワーク交流会等の開催
②支援検討会の開催
③スタッフ研修会の開催
④開設経費や特色ある取組みへの補助
　aこどもの居場所の開設経費への支援
　（補助率：市町村補助額の1/2　上限額：50万円/箇所）
　b特色ある取組みの実施に要する経費への支援
　（補助率：市町村補助額の1/2　上限額：10万円/箇所）
　　※3年間まで事業実施可能に拡充

こどもの居場所づくり支援体制強化事業費国庫補助金　等

困難な問題を抱える女性居場所提供支援事業

　DV被害をはじめ様々な困難を抱える女性とそのこどもが安心して過ごせる居場
所を確保し、切れ目のない支援体制を構築

こども誰でも通園制度事業

　保育所等において、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用できる「こども
誰でも通園制度」を実施

（対象児童）保育所等に在籍していない生後６か月から
　　　　　　満３歳未満のこども
（実施事業所）保育所、認定こども園等
（利用可能時間）こども一人当たり「月10時間」を上限

一般財源



89 拡 (こども家庭室) 5,100

事業内容

財　　源

既査定

90 (こども家庭室) 66,900

事業内容

財　　源

既査定

91 拡 (こども家庭室) 116,000

事業内容

財　　源

既査定

重点支援地方創生臨時交付金

　エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける保育施設及び児童養護施設等に対
し、光熱費及び食材料費の高騰分を支援

（対象経費）①光熱費　②食材料費…e、fのみ
（対象期間）R8.4月～R9.3月分相当
（支援額）a私立保育所・認定こども園
　　　　　　定員９名以下：26,000円
　　　　　　定員170名以下：2,600円×定員
　　　　　　定員171名以上：444,000円
　　　　　b認可外保育施設（富山市除く）
　　　　　　定員20名以下：24,000円
　　　　　　定員21名以上：1,200円×定員
　　　　　c放課後児童クラブ
　　　　　　定員20名以下：22,000円
　　　　　　定員21名以上：1,100円×定員
　　　　　dとやまっ子さんさん広場
　　　　　　定員20名以下：14,000円
　　　　　　定員21名以上：700円×定員
 　　　 　e児童養護施設、自立援助ホーム、
　　　　　 ファミリーホーム
　　　　　　①定員10名以下：24,000円
　　　　　　　定員11名以上：2,400円×定員
　　　　　　②定員１名当たり10,400円
　　　　　f里親：①１世帯当たり24,000円
　　　　　　　　 ②委託児童１名当たり12,500円

重点支援地方創生臨時交付金

ひとり親家庭応援事業【R⑦.2月補正】

　低所得のひとり親家庭の生活を支援

食料品や日用品の購入に利用できる電子ポイント（２万円分/世
帯）を付与

こども関連施設に対する物価高騰対策緊急支援事業

　こども安心センター（仮称）内に新設する児童心理治療施設の開設準備を実施

①児童心理治療施設の運営方法等の実地研修の実施
②児童心理治療施設の運営方針等に関する検討会・ワー
　キンググループの開催

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

児童心理治療施設開設準備事業【一部R⑦.2月補正】



92 新 (こども家庭室) 4,000

事業内容

財　　源

既査定

93 新 (障害福祉課) 8,000

事業内容

財　　源

既査定

94 拡 (医務課) 17,256

事業内容

財　　源

既査定

95 新 (医務課) 5,200

事業内容

財　　源

既査定

96 新 (都市計画課) 50,000

財　　源

既査定

一般財源

太閤山ランドプールひろば再整備事業

　水深の深いプールを廃止し、子育て世代の家族が安心して楽しめるエリアとし
ての再整備を周辺小学校等と連携しながら実施

社会資本整備総合交付金　等

　在宅の医療的ケア児の一時的な受入れを行う医療機関を支援

（対象経費）受入れに必要な病床及び看護師等の確保に
　　　　　　要する経費※対象医療機関を追加
（基準額）１日あたり35,460円／医療機関
（補助率）1/3

医療提供体制推進事業費補助金

医療的ケア児レスパイト受入れ支援事業

　在宅の医療的ケア児の一時受入れを一定数以上行う医療機関を支援することに
より、家族の希望に沿ったレスパイト受入れ環境を整備

（対象経費）受入れに必要な病床確保に要する経費
（基準額）1か月あたり21万円／医療機関
（補助率）1/2

医療的ケア児在宅レスパイトモデル事業

　身近な地域における医療的ケア児の訪問看護提供体制を整備し、在宅で医療的
ケア児を介護する家族等の負担軽減及びレスパイトを確保

医療保険での時間を超過する部分を支援することにより、最大
４時間の訪問看護時間を確保
（上限）2.5時間/回

児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金　等

NICU等長期入院児支援事業（日中一時支援事業）

こども食堂物価高騰対策応援事業【R⑦.2月補正】

　物価高騰により食材費が増嵩する中、こどもたちの居場所を確保するため、こ
ども食堂の安定的な運営を支援

（実施内容）こども食堂の開催頻度に応じ、米や食材等
　　　　　　を提供
（提供量）①不定期～月１回開催：27,000円分
　　　　　②月２回～週２回以上：54,000円分

重点支援地方創生臨時交付金



97 拡 (教育みらい室) 41,830

事業内容

財　　源

＜教育＞

98 拡 (学術振興課) 2,690,174

事業内容

財　　源

既査定

99 拡 (学術振興課) 120,652

事業内容

財　　源

既査定

100 拡 (学術振興課) 30,850

事業内容

財　　源

既査定

101 拡 (学術振興課) 24,969

事業内容

財　　源

既査定

ポートランド起業・ビジネス研修事業【R⑦.2月補正】

　県内学生等の起業家マインドを醸成するため、「起業家の街」である米国オレ
ゴン州ポートランド等において研修を実施

起業家支援施設や企業訪問、大学訪問や現地大学生との意見交
換、訪問都市のフィールドリサーチ等を実施
①参加人数を25名に拡充（R⑦20名）
②県内在住の青年（令和９年３月31日時点で19歳以上～27歳
　以下）を対象に追加

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

高等学校等修学支援事業費補助金 　等

未来を拓くとやま高校生グローバル人材育成事業

　地域の課題に対しグローバルな視点で主体的に取り組む人材を育成するため、
高校生の海外留学を産学官一体で支援

①支援人数　最大50名/年
②支援内容　返済不要の奨学金支給、留学前後に探究活動
　　　　　　を深める研修の実施

（独）日本学生支援機構交付金　等

　経済状況にかかわらず、希望する進学先を自由に選択できるよう、私立高等学
校等に在籍する生徒の教育費負担を軽減

①授業料　すべての該当世帯に対し支援
　　　　　（上限額45万7,200円/年）
②入学料　年収270万円未満世帯、年収910万円未満の
　　　　　多子・ひとり親世帯に対し支援
　　　　　（上限額12万4,350円）

高等学校等就学支援金交付金　等

私立高等学校等奨学給付金

　高校生の教育費負担を軽減するため、低所得世帯等に対し、教科書代等の学用
品費として給付金を支給

生活保護受給世帯、非課税世帯、多子世帯等に対し支援
※対象世帯を年収490万円世帯まで拡充

スクールソーシャルワーカー活用事業

　多様化・複雑化する生徒指導上の諸課題に対応するため、スクールソーシャル
ワーカーによる支援体制を強化

①新たにスーパーバイザーを配置
②スクールソーシャルワーカーの報酬単価を増額

教育支援体制整備事業費補助金　等

私立高等学校等生徒奨学補助金



102 (教育企画課) 420,000

財　　源

既査定

103 新
(教育企画課、
教育みらい室) 113,000

事業内容

財　　源

既査定

104 (教育企画課) 54,435

事業内容

財　　源

既査定

105 新 (教育みらい室) 1,300

財　　源

既査定

106 新 (教育みらい室) 64,900

事業内容

財　　源

既査定

107 拡 (教育みらい室) 338,906

事業内容

財　　源

既査定

　令和９年４月の県立夜間中学の開校に向けて、県民へ周知を図るとともに、開
校に向けた準備や環境整備等を実施

①生徒募集や入学希望者に対する学校説明会を実施
②施設改修工事、ICT環境・備品の整備

学校施設環境改善交付金　等

公立高等学校奨学のための給付金事業

　高校生の教育費負担を軽減するため、低所得世帯等に対し、教科書代等の学用
品費として給付金を支給

生活保護受給世帯、非課税世帯、多子世帯等に対し支援
※対象世帯を年収490万円世帯まで拡充

デジタル教科書活用研修事業【R⑦.2月補正】

　学習者用デジタル教科書等を効果的に活用するため、調査研究や教員対象研修
を実施

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

県立夜間中学環境整備事業

高等学校等修学支援事業費補助金 　等

高等学校教育改革等推進事業債 等

高等学校学習者用端末購入等支援事業

　令和８年度入学生に対する１人１台端末の購入等への支援を実施

①住民税非課税世帯等への端末貸与
②住民税非課税世帯等に準じる世帯等への支援金
　（補助率：1/2）
③多子世帯への支援金
　（補助率：1/2）

重点支援地方創生臨時交付金

　熱中症対策等の観点から県立高校の特別教室に空調を設置

一般単独事業債　等

砺波工業高校学科改編環境整備事業

　「新時代とやまハイスクール構想」基本方針に基づき、「建設系コース」の令
和９年度開設に向けた環境整備を実施

①建設系コース実習棟の改修
②建設系コース用備品等の整備

県立高校特別教室の空調整備費



108 新 (教育みらい室) 1,000

事業内容

財　　源

既査定

109 新 (教育みらい室) 60,000

財　　源

既査定

110 新 (教育みらい室) 20,000

事業内容

財　　源

既査定

111 拡 (教育みらい室) 13,887

事業内容

財　　源

既査定

112 新 (教育みらい室) 4,000

事業内容

財　　源

既査定

「新時代とやまハイスクール構想」推進事業

　「新時代とやまハイスクール構想」を推進するための検討を行うとともに、国
の高校教育改革に関するグランドデザインに呼応した取組みを進めるための体制
を整備

①第１期校等の具体化を進める構想検討会議の開催
②第１期設置方針の周知と理解促進を図る説明会等の開催
③改革先導拠点を創出する体制の整備

高等学校等教育改革推進基金　等

①地域課題の解決に向けた探究活動等を推進する学校・
  地域・大学・企業等をつなぐコーディネーターの配置
②全国募集に必要な広報や調査活動等

つながる特別支援教育推進事業

　インクルーシブ教育システムの理念に基づき、子供一人一人の教育的ニーズに
応える指導・支援を行うことができる体制づくりに向け、関係機関の連携を強化

①共生社会の実現に向けた体制づくり
②特別支援学校のセンター的機能強化
③特別支援学校の在り方に関する調査・研究

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

県立学校生成AIパイロット校事業

　生成AIの効果的な利活用の事例を創出しその普及を図るため、指定校において
研究及び実践を実施

①事例検討及び実践、校内研修の実施
②学習会への参加、先進校の視察指定校

先端技術活用教育推進事業委託費

　国の高校教育改革に関するグランドデザインに係る交付金の創設に先立ち、県
立高校における緊要性のある取組みを進めるための基金を造成

高等学校等教育改革促進事業費補助金

県立高校魅力化推進事業【一部R⑦.2月補正】

　県立高校での学びの充実と魅力化を推進

一般財源

高等学校等教育改革推進基金事業【R⑦.2月補正】



113 拡 (教育みらい室) 2,118,402

事業内容

財　　源

既査定

114 新
(生涯学習・文化財

課) 1,500

事業内容

財　　源

既査定

115 新
(生涯学習・文化財

課) 2,000

事業内容

財　　源

既査定

116 (教職員課) 130,520

財　　源

既査定

117 (教職員課) 335,728

事業内容

財　　源

118 (教職員課)

既査定

社会教育振興基金

小学校新規採用教員サポート事業

　小学校の学級担任となった新規採用教員の負担を軽減するため、専門性の高い
教科指導を行うサポート教員を配置

教育支援体制整備事業費補助金　等

　障害の有無に関わらず誰もが不自由なく読書ができるよう、読書バリアフリー
環境を整備するとともに、普及啓発活動を実施

①読書支援機器の整備
②読書バリアフリーに関する展示・体験会の実施
③特別支援学校の図書館担当教職員等向け説明会の開催

地域生活支援事業費等補助金　等

第19回日本スカウトジャンボリー派遣事業

　令和８年８月に広島県で開催される第19回日本スカウトジャンボリーへの派遣
費用を支援

（補助先）日本ボーイスカウト富山県連盟
（対象経費）交通費、負担金等

高等学校等就学支援金等

　経済状況にかかわらず、高校生等が安心して教育を受けることができるよう、
県立高等学校等に在籍する生徒の教育費負担を軽減

すべての該当世帯に対し、授業料相当額を支援
（上限額11万8,800円/年）

高等学校等就学支援金交付金　等

県立図書館読書バリアフリー推進事業

スクール・サポート・スタッフ配置事業

　教員の負担軽減を図るため、学習プリントの準備等の業務を支援するスクー
ル・サポート・スタッフを配置

全ての市町村立小・中・義務教育学校及び特別支援学校（小・
中学部）に配置

教育支援体制整備事業費補助金　等

中学校２年生35人学級選択制の実施

　新たに、中学校２年生において35人学級選択制を実施



119 拡
(保健体育課、

生涯学習・文化財課)
115,400

事業内容

財　　源

既査定

120 新 (保健体育課) 2,544,653

事業内容

財　　源

＜文化・スポーツ＞

121 新
(観光資源活用室、

砂防課) 11,000

事業内容

財　　源

既査定

122 拡 (文化振興室) 8,420

事業内容

財　　源

既査定

四館連携推進事業【R⑦.2月補正】

　個性豊かな四館（富山県美術館・水墨美術館・立山博物館・高志の国文学館）
が連携したイベント等を通じ、文化資源周遊の促進、広報PRを実施

①四館が協力したトークイベント等の実施
②文化資源周遊の促進や広報PRの実施　等

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

給食費負担軽減交付金　等

「立山砂防」直轄100年･県営120年プロジェ クト事業【R⑦.2月補正】

　立山砂防が、県営事業の開始から120年、国直轄事業に移管してから100年の節
目を迎えるにあたり、世界遺産登録に向けた県民意識の醸成を図るとともに、そ
のプロセスへの若者の参加を促進

①「世界遺産×観光」フィールドスタディ
②世界遺産ユースサミット
③親子で学ぶ世界遺産フィールドツアー
④「立山砂防」直轄100年･県営120年フォーラムの開催
⑤世界遺産登録に向けた県営立山砂防施設群の調査研究

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

　部活動の地域展開に向けて、地域ぐるみで部活動を支援する環境を構築

①地域クラブの活動費等への支援
②経済的困窮世帯の生徒の参加費等への支援
③コーディネーター配置など推進体制の整備への支援　等

地方スポーツ振興費補助金　等

学校給食費負担軽減事業

　保護者負担となっている学校給食費の負担を軽減するため、国と連携して県内
市町村へ食材費相当額を支援

①公立小学校、義務教育学校前期課程及び特別支援学校小学部
　へ国基準額5,200円（特別支援学校6,200円）を支援
②県立特別支援学校小学部の国基準額を上回る分を支援

部活動の地域展開等推進事業



123 (文化振興室) 39,700

事業内容

財　　源

既査定

124 新 (文化振興室) 6,000

財　　源

既査定

125 (文化振興室) 7,000

事業内容

財　　源

既査定

126 (文化振興室) 382,000

財　　源

既査定

127 拡 (スポーツ振興課) 2,581,500

財　　源

既査定

128 拡 (スポーツ振興課) 25,200

事業内容

財　　源

既査定

立山博物館を中核とした文化観光拠点計画推進事業【一部R⑦.2月補正】

①絵てがみの募集・表彰・展示
②絵てがみ教室の開催
③絵てがみ募集ボックスの設置

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

　国から認定を受けた計画に基づき立山エリアにおける文化観光を推進し、観光
誘客と地域活性化を図るため、拠点施設である立山博物館の展示の磨き上げや情
報発信を実施

①立山博物館音声ガイドの制作（日本語、英語、中国語、
　韓国語）
②遙望館上映映像のデジタル化・多言語化（英語、中国語）
③Webサイトに3D館内案内機能追加　等

文化芸術振興費補助金　等

こども向けアートコンテンツ制作事業【R⑦.2月補正】

　富山県美術館において、こどもが遊びながらアートやデザインに親しめる体験
型コンテンツを制作

旧近代美術館解体等事業

　旧近代美術館の解体工事等を実施

公共施設等適正管理推進事業債　等

スポーツコミッション活動事業【R⑦.2月補正】

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

しあわせを伝えよう！絵てがみ募集事業【R⑦.2月補正】

　高志の国文学館において「創る」文学の楽しさを感じてもらうため、ウェル
ビーイングをテーマとする絵てがみを募集・展示

　官民一体で発足した富山県スポーツコミッションの運営

①県内のスポーツ環境のPRと大会等誘致への支援
　※トップアスリートの県内合宿に対する補助を創設
　　（補助率）1/2　（補助上限）50万円
②スポーツチームによる地域活性化への支援
　※デジタルスタンプラリーの開催期間等を拡充

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

富山県武道館整備事業

　富山県武道館の建設工事等を実施

一般単独事業債　等



129 新 (スポーツ振興課) 11,300

財　　源

既査定

130 拡 (スポーツ振興課) 22,500

財　　源

既査定

131 新
(生涯学習・文化財

課) 1,000

事業内容

財　　源

既査定

132 新
(生涯学習・文化財

課) 57,442

事業内容

財　　源

＜健康・医療・福祉＞

133 拡 (厚生企画課) 1,900

事業内容

財　　源

既査定

134 新 (厚生企画課) 1,000

財　　源

既査定

　本年７月に本県で開催されるプロ野球オールスターゲームを契機とした地域活
性化の取組みを支援

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

とやまのユネスコ無形文化遺産登録10周年・追加登録記念事業

一般財源

戦災資料等の収集・展示に関するあり方検討事業

　富山大空襲など戦争関連の資料の収集、保管及び常設展示のあり方を協議・検
討する協議会を設置

一般財源

一般財源

孤独・孤立対策官民連携強化事業

　孤独・孤立問題に関する理解や対策機運の醸成を図るため、イベント等を開催

①富山つながりフェア（仮称）を新たに開催
②孤独・孤立対策に関する会議の開催　等

孤独・孤立対策推進交付金　等

　登録10周年を迎えるユネスコ無形文化遺産「山・鉾・屋台行事」と、新たに登
録された「放生津八幡宮祭の曳山・築山行事」の魅力を発信

①記念シンポジウムの開催
②祭礼用具や写真パネル等の展示会の開催

一般財源

「旧高岡共立銀行」防災・活用支援事業

　観光振興・地域活性化への波及効果が期待できる高岡市山町筋の「旧高岡共立
銀行」の保存・活用事業に対して、国・高岡市とともに支援

①耐震補強工事費用への補助
　（補助率）国50％、県25％、市25％
②美装化（外観修理）工事費用への補助
　（補助率）国55％、県22.5％、市22.5％

ボールシティとやまプロジェクト支援事業【R⑦.2月補正】

県営富山弓道場及び県スポーツ協会屋内相撲場改修事業

　県営富山弓道場及び県スポーツ協会屋内相撲場の改修に向けた検討を実施



135 新 (高齢福祉課) 4,500

事業内容

財　　源

既査定

136 新 (高齢福祉課) 1,500

財　　源

既査定

137 拡 (高齢福祉課) 356,000

事業内容

財　　源

既査定

138 (高齢福祉課) 366,000

事業内容

財　　源

既査定

地域包括ケアシステムアドバイザー派遣事業

　市町村が取り組む地域特性に応じた地域包括ケアシステムの深化・推進を支援
するため、アドバイザーを派遣

介護保険保険者努力支援交付金

　認知症の主要なリスクの１つとされる難聴への対策の重要性を含め、認知症に
関する正しい知識と認知症の方に対する正しい理解を深めるための普及啓発を実
施

①認知症月間中の普及啓発活動
②ドラッグストアにおいて認知機能簡易チェックを実施
③難聴対策・補聴器の有用性の普及啓発

介護保険保険者努力支援交付金　等

　エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける高齢者施設に対し、光熱費及び食材
料費の高騰分を支援

（対象経費）①光熱費、②食材料費
（対象期間）①R8.4月～R9.3月分相当
　　　　　　②R8.4月～R8.7月分相当
（支援額）入所：定員１名当たり ①10,000円、②2,500円
　　　　　通所：定員１名当たり ①3,400円、②700円
          訪問：１施設当たり  ①17,000円

重点支援地方創生臨時交付金

高齢者施設に対するサービス継続支援事業【R⑦.2月補正】

　物価高騰の影響を受ける高齢者施設に対し、介護サービスを継続するために必
要な経費を支援

①将来的に必要となる設備・備品の購入等を支援
（対象施設）介護事業所・施設
（対象経費）介護サービスの円滑な継続又は大規模災害等
　　　　　　の備えのために必要な設備・備品の購入費用
（支援額）訪問系：１施設当たり20～50万円
　　　　　通所系：１施設当たり20～40万円
　　 　　 施設系：定員１名当たり6,000円
②食事サービスの継続的な提供を支援
（対象施設）入所系の介護保険施設等
（対象経費）食料品等の購入費用等
（支援額）定員１名当たり18,000円

重点支援地方創生臨時交付金

高齢者施設に対する物価高騰対策緊急支援事業

認知症にやさしい地域づくり推進強化事業



139 新 (高齢福祉課) 14,188

事業内容

財　　源

既査定

140 (障害福祉課) 87,000

事業内容

財　　源

既査定

141 拡 (障害福祉課) 1,400

事業内容

財　　源

既査定

142 新 (障害福祉課) 4,000

財　　源

既査定

143 新 (障害福祉課) 1,000

事業内容

財　　源

既査定

地域生活支援事業費等補助金　等

　令和８年６月に富山市及び高岡市で開催される「第74回全国ろうあ者大会」の
開催を支援

一般財源

基幹相談支援センター・地域生活支援拠点等整備推進事業

　障害者に対する相談支援等を行う基幹相談支援センター及び地域生活支援拠点
等の県内における整備及び機能強化を促進

①整備済市町村の運営状況等に係る実態把握・分析及び
　未設置市町村の整備促進に向けた圏域アドバイザー派遣
②アドバイザーによる先進地視察
③アドバイザー派遣に係る成果報告会及び協議会の開催

失語症者向け意思疎通支援事業

　失語症者の社会参加を促進するため、外出時における支援者の養成・派遣を実
施

①失語症者向け意思疎通支援者の養成講習会の開催等
②失語症者が参加する会議や失語症者の外出時に支援者を派遣

地域生活支援事業費等補助金　等

全国ろうあ者大会開催支援事業

地域医療介護総合確保基金

障害福祉施設に対する物価高騰対策緊急支援事業

　エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける障害福祉施設に対し、光熱費及び食
材料費の高騰分を支援

（対象経費）①光熱費等、②食材料費
（対象期間）①R8.4月～R9.3月分相当
　　　　　　②R8.4月～R8.7月分相当
（支援額）入所：定員１名当たり①10,000円、②2,500円
　　　　　通所：定員１名当たり①3,400円、②700円
　　　　　訪問：１施設当たり①17,000円

重点支援地方創生臨時交付金

介護職員の宿舎施設整備事業

　外国人介護職員の定着を促進するため、介護事業所が行う職員宿舎の整備を支
援

（対象経費）宿舎整備に必要な工事費等
（補助額）宿舎定員や定員当たりの延床面積に応じて積算
（補助率）1/3



144 新 (障害福祉課) 2,000

事業内容

財　　源

既査定

145 新 (障害福祉課) 443,400

事業内容

財　　源

既査定

146 新 (障害福祉課) 2,400

事業内容

財　　源

既査定

147 (医務課) 325,000

事業内容

財　　源

既査定

①ペアレントメンター養成研修の実施
②支援施設等へのペアレントメンターの派遣
③発達障害者支援センターのホームページをリニューアル

地域生活支援事業費等補助金　等

障害福祉施設に対するサービス継続支援事業【R⑦.2月補正】

地域生活支援事業費等補助金　等

医療機関等に対する物価高騰対策緊急支援事業

　エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける医療機関等に対し、光熱費の高騰分
を支援

（対象施設）病院、診療所（医科・歯科）、薬局、
　　　　　　施術所、助産所、歯科技工所　（公立除く）
（対象経費）光熱費
（対象期間）R8.4月～R9.3月分相当
（支援額）病院・有床診療所：１床当たり　20,000円
　　　　　無床診療所・薬局等：１施設当たり　37,000円

重点支援地方創生臨時交付金

　物価高騰の影響を受ける障害福祉施設に対し、障害福祉サービスを継続するた
めに必要な経費を支援

①将来的に必要となる設備・備品の購入等を支援
（対象施設）障害福祉サービス事業所・施設
（対象経費）障害福祉サービスの円滑な継続又は大規模災
　　　　　　害等の備えのために必要な設備・備品の購入
　　　　　　費用
（支援額）訪問系：１施設当たり20～50万円
　　　　　通所系：１施設当たり20～40万円
　　 　　 施設系：定員１名当たり6,000円
②食事サービスの継続的な提供を支援
（対象施設）入所系の障害福祉施設等
（対象経費）食料品等の購入費用等
（支援額）定員１名当たり18,000円

重点支援地方創生臨時交付金

障害者芸術文化育成支援事業

　障害者の社会参加を促進するとともに、県民の障害者に対する理解と関心を深
めるため、障害者の文化・芸術に関する発表の機会を創出

障害者アート作品展inTOYAMA（仮称）を開催

ペアレントメンター養成・活用促進事業

　発達障害のこども等をもつ保護者の孤立を防止し、地域での家族支援につなげ
る体制を整備するため、ペアレントメンターの養成や情報発信強化等を実施



148 新 (医務課) 660

事業内容

財　　源

既査定

149 拡 (医務課) 1,827,230

財　　源

既査定

150 新 (医務課) 652,409

財　　源

既査定

151 新 (健康対策室) 2,520

事業内容

財　　源

既査定

152 新 (健康対策室) 1,000

事業内容

財　　源

既査定

153 新 (健康対策室) 1,250

事業内容

財　　源

既査定

感染症予防事業等国庫負担（補助）金　等

　エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける県立中央病院に対し、光熱費等の高
騰分を支援

重点支援地方創生臨時交付金

歯と口腔の健康づくり普及啓発事業

　歯と口の健康づくりに対する県民一人ひとりの関心を高め、その実践を促進す
るため、普及啓発を実施

①「歯と口腔の健康づくり週間」におけるイベント開催
②歯科保健情報を集約したホームページの作成及びSNS
　広告を活用した普及啓発

災害支援ナースフォローアップ研修事業

　災害支援ナースの資質向上や災害派遣時の円滑な連絡調整を図るため、災害支
援ナースを対象とした研修等を実施

①災害支援ナースを対象としたフォローアップ研修や
　机上訓練の実施
②災害発生時に派遣可能な災害支援ナースのリストの
　整備

地域医療介護総合確保基金

県立中央病院に対する物価高騰支援事業【R⑦.2月補正】

一般会計から病院事業会計（県立中央病院）への繰出し

一般財源

第73回精神保健福祉全国大会開催事業

　第73回精神保健福祉全国大会を本県で開催

①記念式典（精神保健福祉事業功労者表彰）
②記念講演、シンポジウム

一般財源

医療施設運営費等補助金

子宮頸がんHPV検査単独法導入体制構築事業

　市町村が実施する子宮頸がんの検診において、HPV検査単独法導入に向けた体
制を整備

①子宮頸がん検診運営委員会の設置・運営
②HPV検査に関する研修会の開催
③市町村連絡会の開催



154 新 (健康対策室) 750

事業内容

財　　源

既査定

155 新 (健康対策室) 28,000

事業内容

財　　源

＜スタートアップ＞

156 新 (くすり振興課) 15,450

事業内容

財　　源

既査定

157 新 (地域産業振興室) 3,800

事業内容

財　　源

既査定

158 新 (地域産業振興室) 7,500

事業内容

財　　源

既査定

　首都圏からの起業家人材の流入・定着を促進するため、県外在住の起業志望者
等を対象に、スタートアップを体系的に学ぶ講座や県内での起業に必要なコー
ディネートを実施

①首都圏の起業志望者がスタートアップを体系的に
　学べる講座の実施
②受講者に対し、県内企業等へのヒアリング機会や
　スタートアップとの連携に意欲的な県内企業と
　関わる機会等の提供

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

北陸スタートアップ・エコシステム形成事業

　北陸からグローバルに活躍するスタートアップを創出・育成するため、北陸三
県でコンソーシアムを形成し、相互連携によりスタートアップを支援

①スタートアップが多数出展する国際的な展示会への出展
②北陸スタートアップ・エコシステム推進イベントの開催　等

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

首都圏からのスタートアップ人材流入・定着促進事業【R⑦.2月補正】

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金

ベンチャー連携・創薬支援事業【R⑦.2月補正】

　県内製薬企業がベンチャー企業・スタートアップ企業と連携して実施する、革
新的・新規性の高い医薬品等の研究・開発を支援

①医薬品研究開発費の助成
　（補助率）1/2　（上限額）500万円
②研究内容の評価のための懇話会の開催　等

　精神科病院入院患者の自尊心低下や孤独感の解消を図るため、本人の希望に基
づき入院者訪問支援員を精神科病院に派遣

①モデル事業の実施（県内２事業者）
②国のガイドライン策定に向けた収集データの報告　等

精神科病院入院者訪問支援モデル事業

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

①訪問支援員の養成研修を開催
②派遣のモデル実施
③推進会議等の開催

地域生活支援事業費等補助金　等

共同生活型自立支援による社会参加促進モデル事業

　共同生活等によるひきこもり支援（合宿型支援）を効果的に取り組む民間事業
者との連携により、支援事例や効果データを収集するためのモデル事業を実施



159 (地域産業振興室) 45,740

事業内容

財　　源

＜人材活躍・共生＞

160 新 (政策推進室) 3,000

事業内容

財　　源

既査定

161 新 (企画室) 1,000

財　　源

既査定

162 (企画室) 7,000

事業内容

財　　源

既査定

163 (企画室) 23,625

財　　源

既査定

164 新 (企画室) 4,000

事業内容

財　　源

既査定

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

　富山県のビジョン達成に向けて、有識者等による「幸せ人口1000万実現会議」
を開催し、県政の重点分野における方向性等を検討

①「幸せ人口1000万実現会議」の開催
②地域別会議の開催　等

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

「しあわせる。富山」開催事業【R⑦.2月補正】

　富山県のビジョン「幸せ人口1000万～ウェルビーイング先進地域、富山～」の
実現に向けて県内外のプレイヤーが集い、議論を深め、連携して取組みを進める
契機として、トークセッションを中心としたカンファレンスを開催

　関係人口の拡大に向け、デジタルノマド人材を呼び込むため、事業者向けセミ
ナーの開催や、マーケティング調査を実施

①有識者による事業者向けセミナーの開催
②誘致に向けたマーケティング調査の実施

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

「幸せ人口1000万実現会議」等開催事業【R⑦.2月補正】

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

体験から学ぶアンコンシャス・バイアス発見事業【R⑦.2月補正】

　次世代を担うこどもや保護者に対し、アンコンシャス・バイアスへの気づきを
促す体験型ワークショップ（ハットニャール博士の研究所inとやま）を開催

①県内小学生とその保護者を対象としたイベントの開催
②こども向け普及啓発ツールの配布

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

とやまスタートアップ「T-Startup」創出事業【R⑦.2月補正】

　スタートアップエコシステムの形成に向け、スタートアップ案件の発掘やハン
ズオン支援、県内企業・団体の機運醸成等を実施

　

①今後活躍が期待される起業家への専門家派遣等による
　支援
②起業家と支援者の連携に対する支援や機運醸成　等

デジタルノマド受入れに向けた理解醸成・調査事業【R⑦.2月補正】

　次代を担う高校生に総合計画の普及啓発を図るとともに、「富山の未来のため
に自分にできること」を考えるワークショップを開催

高校生と描く「未来共創プロジェクト」事業【R⑦.2月補正】



165 新 (企画室) 10,000

事業内容

財　　源

既査定

166 (企画室) 21,300

事業内容

財　　源

既査定

167
(ワンチームとやま

推進室) 1,050

事業内容

財　　源

既査定

168 新 (多文化共生推進室) 4,400

事業内容

財　　源

既査定

169 新 (多文化共生推進室) 17,000

事業内容

財　　源

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

富山県・オレゴン州交流促進事業

　友好提携先であるアメリカオレゴン州と友好訪問団相互派遣等を実施

①富山県友好訪問団の派遣
②オレゴン州友好訪問団の受入

一般財源　等

　県・市町村の連携協力体制を強化し、行政課題の解決に向けた取組みを推進

「ワンチームとやま」連携推進本部会議、同幹事会、
同ワーキンググループの運営

一般財源

外国人材定着モデル企業支援事業【一部R⑦.2月補正】

　外国人材の県内定着に向けて日本語習得、職場環境整備、地域交流の一連の取
組みを行うモデル企業を伴走支援

①外国人材支援デスク定着支援員（行政書士）等による
　企業の伴走支援
②地域おこし協力隊員による地域交流支援

ウェルビーイング推進事業【一部R⑦.2月補正】

　情報発信の強化や県民参加による事業展開を通じ、「自分ごと」としてウェル
ビーイングを高める行動を促進

①ウェルビーイング県民意識調査の実施
②ウェルビーイングに関する広報・行動変容促進

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

「ワンチームとやま」連携推進事業

北陸三県連携　ウェルビーイング向上による人口戦略推進事業

　ウェルビーイング向上による若者や女性に選ばれる地域づくりや人口減少対策
の機運を醸成するフォーラムを北陸三県で連携して開催

①パネルディスカッション
②基調講演
③自治体・企業等の取組み発表　等

地域少子化対策重点推進交付金　等



新しい社会経済システムの構築

＜インフラ・県土強靱化＞

170
(管理課、

農林水産企画課
他)

90,132,673

財　　源

既査定

171
(管理課、

農林水産企画課
他)

18,550,000

財　　源

既査定

289 新 (道路課) 500,000

事業内容

財　　源

既査定

172 新 (観光資源活用室) 3,000

事業内容

財　　源

既査定

173 新 (県民生活課) 1,400

事業内容

財　　源

既査定

犯罪被害者等支援多機関ワンストップサービス体制構築事業

　犯罪被害者等が抱える複雑な状況やニーズに応じ、行政、警察、民間団体等が
連携し、それぞれの機関・団体が持つサービスを的確に提供するため、多機関ワ
ンストップサービス体制を構築

①犯罪被害者等支援コーディネーターの設置
②犯罪被害者等支援調整会議の開催

犯罪被害者等支援補助金　等

一般財源

自転車損害賠償保険等加入促進キャンペーン事業【R⑦.2月補正】

　改正富山県自転車活用推進条例案で義務化する自転車損害賠償保険等への加入
について、県民や団体に対し集中的に広報を実施

①チラシ・ポスターの作成・配布
②Web広告の実施

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

　自然災害対策や道路交通の安全確保など安全・安心な県土づくり、地域の生活
基盤の整備等

地方道路等整備事業債　等

令和の”公共インフラニューディール”道路集中メンテナンス

　R8当初予算で主要県単独道路改良事業等を一旦15億円縮減し、道路メンテナン
ス集中期間（R8～R11）の財源に振り替え、4年間で交通安全や交通円滑化に資す
る区画線や舗装補修等の道路維持修繕を強化【再掲】

令和８年度：５億円
　従来分2.5億円に上乗せし、延べ約1,000ｋｍの区画線を重点
整備（道路延長換算では約400km分に相当）

県単独の道路橋りょう整備、河川・海岸整備等【一部R⑦.2月補正】

公共事業【一部R⑦.11月補正、2月補正】

　道路事業、河川・海岸事業、街路事業など公共事業の実施

社会資本整備総合交付金　等



174 拡 (自然保護課) 46,500

事業内容

財　　源

既査定

175 拡 (河川課) 1,270

事業内容

財　　源

既査定

176 拡 (企・水道課) 10,150

事業内容

財　　源

既査定

177 (企・水道課) 660,500

財　　源

既査定

178 (教育企画課) 1,225,401

事業内容

財　　源

　県立学校長寿命化計画に基づき、県立学校施設の老朽化対策を計画的に実施
R⑨～R⑫

債務負担行為設定
＜648,936＞

砺波工業高校、富山いずみ高校、富山聴覚総合支援学校、富山
視覚総合支援学校の長寿命化改修

公共施設等適正管理推進事業債　等

工業用水道施設の機能維持対策事業

　工業用水の安定供給のため、老朽化している管路を計画的に更新するととも
に、導水路の複線化及びバイパス幹線管路の新設を検討

自己財源

県立学校施設の長寿命化改修整備費

一般財源

DXを活用した機能維持管理システム構築事業

　大口径管路の漏水検知技術の開発を実施し、工業用水供給の安定化を推進

①県立大学と共同で、大口径管路の漏水検知技術を開発
②管路漏水検知システムの実証試験

自己財源

　ツキノワグマによる人身被害を防止するため、市町村と連携して総合的な対策
を実施

①市町村が実施するクマ対策への支援
　※自治会等が実施する誘引物除去等を対象に追加
②県にクマ専門人材を配置
③捕獲専門チームによる捕獲
④クマ出没情報の早期の把握・情報提供

指定管理鳥獣対策事業交付金　等

ふるさと川・海応援団支援事業

　河川・海岸愛護ボランティアの充実を図るため、地域住民等の活動経費に対す
る支援を拡充するとともに、地域におけるボランティアの継続・参加を促すため
の取組みを実施

①補助金制度の拡充
　住民参加を促す取組みの実施により補助期間を延長
　（｢若年層の参加｣｢地域イベント連携｣｢情報発信｣）
②草刈りや河川管理をテーマとしたフォトコンテスト
　を新たに開催

クマ被害防止総合対策事業



179 (警・会計課) 342,800

財　　源

180 新 (警・会計課) 52,900

財　　源

181 新 (警・会計課) 10,500

財　　源

既査定

182 新 (警・会計課) 87,000

財　　源

183 新
(警・生活安全企画

課) 3,000

事業内容

財　　源

184 新 (警・刑事企画課) 28,193

事業内容

財　　源

既査定

地方消費者行政強化交付金　等

刑事手続IT化・テレワーク推進事業

　令和９年３月末の刑事手続IT化に関する刑事訴訟法の改正等に対応するととも
に、テレワーク推進に資する機器の導入、ネットワークの高度化を実施

R⑨～⑬
債務負担行為設定

＜277,117＞

①タブレット端末への更新
②刑事手続IT化へ対応するための各種機器の整備
③ネットワークの高度化

デジタル活用推進事業債　等

　高岡警察署野村交番の移転新築工事を実施

一般単独事業債　等

県民を詐欺から守るための新総合対策

　より複雑化・巧妙化する詐欺等の被害を食い止め、安全・安心な社会を実現す
るため、官民合同会議での情報共有やSNS広告での啓発を強化

①特殊詐欺被害ゼロ地区運動
②だまされんちゃ官民合同会議
③ターゲティング広告

新川エリア新警察署の整備

　（仮称）新川東警察署、（仮称）新川西警察署建設に係る土地購入に向け、建
設予定地の土地鑑定及び土地測量業務を実施

安全防災基金

高岡警察署野村交番移転新築整備費

一般単独事業債　等

（仮称）高岡警察署の整備

　（仮称）高岡警察署の整備に向け、周辺家屋への事前影響調査や建設地既存物
件解体工事実施設計等を実施

一般単独事業債　等

（仮称）砺波警察署の整備

　（仮称）砺波警察署の整備に向け、本体工事等を実施
R⑨～⑩

債務負担行為設定
＜3,277,000＞



185 拡 (警・交通規制課) 985,300

事業内容

財　　源

既査定

186 拡 (警・通信指令課) 24,150

事業内容

財　　源

＜まちづくり・交通＞

187 (企画室) 12,500

財　　源

既査定

188 新
(ワンチームとやま

推進室) 3,000

事業内容

財　　源

既査定

189
(ワンチームとやま

推進室) 100,000

事業内容

財　　源

既査定

まちづくり総合支援事業

　市町村や民間事業者が地域の特色を活かして取り組むまちづくりを支援

（補助率）通常枠1/3、特認枠1/2
（上限額）ソフト：通常枠200万円、特認枠300万円
　　　　　ハード：通常枠2,000万円、特認枠3,000万円

市町村振興基金

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

中山間地域「みらい型」地域活動デザイン事業【R⑦.2月補正】

　人口減少による地域の担い手不足に対応するため、地域活動・運営の再設計、
地域間連携、外部人材の活用など「みらい型」の持続可能な地域運営の仕組みづ
くりを推進

①地域活動の再設計に取り組む地域への支援
②地域の情報交換や交流、将来的な連携事業に繋がる場の創出

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

　通信指令業務の迅速化のため、新たな支援機能を導入した110番通報に対応す
る通信指令システムを更新

R⑨～⑭
債務負担行為設定

＜1,714,608＞

国の共通基盤との連携により、全国のストーカー・DV等の情報
を参照し、通報者保護につなげるなど支援機能を拡充のうえ、
通信指令システムを更新

一般財源

持続可能な魅力ある田園地域創出事業【R⑦.2月補正】

　持続可能で魅力ある「世界が憧れる田園地域」を創出するため、人を呼び込む
地域資源の磨き上げや生業の創出に向けた実証実験等を実施

交通安全施設の改良整備

　子供や高齢者をはじめとした歩行者等の安全・安心の確保を図るため、信号機
のLED化、信号制御機のデジタル化更新等を実施

①信号機のLED化
②信号制御機のデジタル化更新（59カ所）　等

公共事業等債　等

通信指令システム更新



190 新 (観光振興室) 10,000

事業内容

財　　源

既査定

191 新
(地域交通・

新幹線政策室) 15,000

事業内容

財　　源

既査定

192
(地域交通・

新幹線政策室) 23,000

事業内容

財　　源

既査定

193
(地域交通・

新幹線政策室) 6,000

事業内容

財　　源

既査定

194
(地域交通・

新幹線政策室) 10,000

事業内容

財　　源

既査定

　駅や公共交通を中心としたまちづくりを推進するため、公共交通の活性化に資
する取組みへの住民等の参画を促進

①公共交通の利用促進に繋がるイベント等の実施を支援
②駅施設や車両のラッピング等を支援　等
　（補助率）1/3

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

交通まちづくり投資促進事業【R⑦.2月補正】

　鉄道やバス等の公共交通の利用を促すまちづくりを推進するため、市町村が行
う投資を支援

①駅関連施設の整備や駅空間活用の取組みを支援
②バス・タクシー等の利用向上の取組みを支援
　（補助率）1/2～1/3

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

交通まちづくり参画促進事業【R⑦.2月補正】

重点支援地方創生臨時交付金

地域共創型移動サービス推進事業【R⑦.2月補正】

　生活圏内の身近な移動手段の確保に向け、地域の関係者の共創による持続可能
な移動サービスの立上げに向けた取組みを支援

地域住民や交通事業者等の関係者による協議を通じて
新たに取り組む移動サービスの実証運行を支援
（補助率）1/2

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

　富山地方鉄道立山線の観光路線としての持続可能性を高めるため、利用者増に
向けたプロモーション等を実施

①立山黒部アルペンルートへのアクセス路線としての
　一体的なプロモーション
②立山線及び沿線の魅力発信　等

重点支援地方創生臨時交付金

地域交通戦略・マイルート普及推進事業

　県地域交通戦略の周知や公共交通機関の利用促進を図るための普及・啓発活動
を実施

全市町村を巡回し、県地域交通戦略の周知・徹底を図るととも
に、MaaSアプリ「my route」やとやまロケーションシステムの
活用方法をPR

富山地方鉄道立山線利用促進事業



195 拡
(地域交通・

新幹線政策室)
3,149,000

事業内容

財　　源

既査定

196 新
(地域交通・

新幹線政策室) 5,000

事業内容

財　　源

既査定

197
(地域交通・

新幹線政策室) 189,434

事業内容

財　　源

既査定

198 新
(地域交通・

新幹線政策室) 200,000

事業内容

財　　源

既査定

199 新
(地域交通・

新幹線政策室) 25,400

事業内容

財　　源

既査定

200 新
(地域交通・

新幹線政策室) 16,333

財　　源

既査定

万葉線除雪作業省力化支援事業

　万葉線が実施する、除雪作業の省力化に資する車庫の増設に対し、沿線市と連
携して支援（補助率：1/3）

重点支援地方創生臨時交付金

重点支援地方創生臨時交付金

富山地方鉄道鉄道線再構築検討事業

　富山地方鉄道鉄道線の再構築に向け、新たな検討組織を設置し、調査・検討を
実施

①再構築事業検討に向けた新たな組織の設置
②利便性・快適性向上を含めた必要な調査

地域公共交通確保維持改善事業費補助金　等

　富山地方鉄道による鉄道の安全性・快適性の向上のための取組みを、沿線市町
村と連携して支援

安全輸送設備（レール、枕木等）の更新や橋梁の長寿命化、中
古車両の導入に係る経費への助成
（補助率：国1/3、県1/3、市町村1/3）

重点支援地方創生臨時交付金　等

富山地方鉄道ネットワーク維持補助金

　鉄道ネットワークを維持するため、富山地方鉄道の一定の負担を前提に、県、
沿線自治体（７市町村）で収支差の一部を負担

補助率：県1/3、市町村1/3

城端線・氷見線事業構造変更プログラム策定事業

　あいの風とやま鉄道が城端線・氷見線の事業主体となるための再構築実施計画
の変更認定申請の準備に向けて、必要な内容をとりまとめ

鉄道施設の譲渡、あいの風とやま鉄道への出資、経営安定基金
への拠出等をとりまとめ

一般財源

富山地方鉄道安全性・快適性向上事業

社会資本整備総合交付金　等

城端線・氷見線再構築事業【一部R⑦.2月補正】

　再構築実施計画に基づき実施する、利便性・快適性の向上を図る施設整備や直
通化調査等を支援

レール・まくら木の更新、ホーム改修、新型鉄道車両の設計・
製造への補助　等



201
(地域交通・

新幹線政策室)
804,500

事業内容

財　　源

既査定

202 新 (航空政策課) 363,000

財　　源

既査定

203 新 (航空政策課) 8,500

事業内容

財　　源

既査定

204 新 (航空政策課) 55,550

事業内容

財　　源

既査定

205 拡 (航空政策課) 32,700

事業内容

財　　源

既査定

とやまMY AIRPORT CLUB事業

　空港利用を促進するため、混合型コンセッションの導入に合わせて新たな会員
組織を立上げ

①子育て世帯の利用に対する特典の新設
②札幌便、羽田乗継の搭乗キャンペーンの実施
③県のアプリ・サービス連携基盤「TOYAMA ONE プラット
　フォーム」との連携

重点支援地方創生臨時交付金

一般財源

ANA連携富山空港利用促進支援事業

　ANAHDとの包括連携協定に基づき、ビジネス利用や旅行商品造成に対する助
成、西日本や札幌を重点としたプロモーションを実施

①ビジネス利用に対する助成
②旅行商品造成に対する助成
③ANAと連携したプロモーション活動の実施

重点支援地方創生臨時交付金

　あいの風とやま鉄道が実施する安全対策や利便性向上のための投資等を支援

①521系車両の中間車両の新造
②クレジット決済が可能となる券売機等の更新　等

並行在来線経営安定基金

富山空港コンセッションモニタリング事業

　民間事業者による適正な空港運営を確保するため、安全・保安に係る基準の充
足状況の確認や経営・財務状況の専門的見地からの分析等を実施

①県が定めた運営基準の達成状況の確認
②提案事項の実施の有無等の確認
③財務の安定性の確認及び要求水準未達のリスクやその要因の
　早期発見、提案事項の未実施項目の原因を把握

並行在来線経営安定基金支援事業

富山空港コンセッション運営事業

　混合型コンセッションによる富山空港の運営に係る民間事業者への負担金

一般財源



206 新 (航空政策課) 4,000

事業内容

財　　源

既査定

207 (財産管理室) 13,423

事業内容

財　　源

既査定

208 拡 (農村整備課) 6,000

事業内容

財　　源

既査定

209 新 (建築住宅課) 9,750

事業内容

財　　源

既査定

210 (建築住宅課) 41,000

事業内容

財　　源

（事業実施主体）民間事業者（買取再販業者等含む）
（補助要件）富山型高性能住宅の性能基準を満たすこと
（補助率・額）Reチャレンジ　4/5　上限200万円
　　　　　　　Reアドバンス　4/5　上限120万円

社会資本整備総合交付金　等

　多様化する県民ニーズ等にスピード感を持って効率的かつ的確に対応するた
め、官民連携を推進

①効果的な提案を募集し事業化を目指す民間提案制度の実施
②官民連携に係る人材育成　等

一般財源　等

農業用水路安全対策普及事業

　農業用水路における転落事故を防ぐため、ワークショップの開催支援や広報・
啓発活動を実施

地域におけるワークショップの開催経費への補助　等

官民連携推進事業

ビジネスジェット受入環境PR事業【R⑦.2月補正】

　ビジネスジェットの受入れを拡大するため、他自治体と連携し、海外旅行会社
に対し富山空港の受入環境や観光の魅力をPR

海外旅行会社を招へいしたファムトリップ

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

富山型高性能住宅推進事業【一部R⑦.2月補正】

　住宅分野でのカーボンニュートラルの実現やウェルビーイングの向上を目指
し、ZEH水準を上回る富山県独自基準を満たす高性能住宅の工事費等への支援や
普及啓発を実施

①新築
（補助額）
　チャレンジ枠 10万円　※別途国補助110万円活用可能
　アドバンス枠（子育て世帯）10万円
　　　　　　　　　　　 ※別途国補助75万円活用可能
　アドバンス枠（その他） 70万円
②既存改修
（補助額）
　全体・ゾーン（アドバンス）改修　120万円

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金　等

一般財源　等

空き家フルリノベーション支援事業　

　空き家の発生防止や利活用促進のため、民間業者が販売を目的に、空き家を一
定以上の断熱性や耐震性を有する住宅に改修する際の費用を支援

　



＜農林水産＞

211 新 (農林水産企画課) 2,300

事業内容

財　　源

既査定

212 拡 (市場戦略推進課) 50,221

事業内容

財　　源

既査定

213 拡 (市場戦略推進課) 26,800

事業内容

財　　源

既査定

214 (市場戦略推進課) 500,000

事業内容

財　　源

既査定

215 新 (農産食品課) 13,000

事業内容

財　　源

既査定

2027国際園芸博覧会出展事業

　2027年に横浜市で開催予定の国際園芸博覧会（GREEN×EXPO2027）に出展し、
チューリップをはじめとした県産花きの魅力を国内外へ発信

（出展時期）令和９年３月
（出展内容）市町等と連携し県産チューリップ等をPR

重点支援地方創生臨時交付金

　食品製造事業者等が行う輸出先国等の規制・条件に対応した施設の新設及び改
修、機器の整備等を支援

（支援対象）食品製造事業者
（対象経費）輸出先国等の規制・条件に対応した施設
　　　　　　の新設（掛かり増し経費）・改修等
（補助率）1/2

農林水産物・食品輸出促進対策整備交付金

　生産コスト高騰など県内農業者の実情に対する消費者理解と消費拡大を促進す
るため、交流イベントを実施するとともに、農業者自身の情報発信力を強化

①消費者と農業者が交流する直売イベント
②県内農家を対象としたSNS活用セミナー

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

食のとやまブランド推進事業【R⑦.2月補正】

　「富山の食」の付加価値向上や販路拡大を図るため、プロモーション等を通じ
て魅力を発信

①食関係サイトを統合し魅力発信を充実強化
②とやまグルメ・フードフェスの実施
③とやまの食材プロモーションの実施

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

とやまの農林水産物輸出促進事業【R⑦.2月補正】

　とやま輸出ジャンプアップ計画に基づき、日本酒をはじめとした重点品目の輸
出促進など、各種施策を展開

①地域商社による輸出促進
②米国での日本酒営業代行者の配置
③事業者の海外販路開拓の取組みを支援
④台湾国際見本市への出展（市町村、岐阜県連携）

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

輸出向けHACCP等対応施設整備事業【R⑦.2月補正】

とやまの消費者・農業者交流プロジェクト【R⑦.2月補正】



216 新 (農産食品課) 15,000

事業内容

財　　源

既査定

217 新 (農産食品課) 3,400

事業内容

財　　源

既査定

218 (農産食品課) 91,100

事業内容

財　　源

既査定

219 新 (農産食品課) 3,000

事業内容

財　　源

既査定

　高温耐性品種などの需要の高い品種について、種子の生産・供給を図るため、
備蓄保管に要する経費等を支援

①種子備蓄の実証に要する経費への支援
②種子増産に要する経費への支援

持続的種子生産総合対策事業補助金　等

高温耐性品種等種子生産供給支援事業

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

　作業の省力化が見込まれる水稲直播への取組みを支援

直播栽培を外部委託する際の経費を支援

米穀等安定生産・需要開拓総合対策事業補助金

チューリップ球根次世代生産モデル確立支援事業

　ネット栽培体系の普及拡大のためのモデルづくり及びネット栽培機械の特長を
最大限活用したリレー生産方式（種球生産の分業方式）の確立・普及に向けた取
組みを支援

①ネット栽培体系に係るほ場の団地化、新品種導入等の
　支援
　（補助率）1/2（県1/3、市町村1/6）
②リレー生産方式の確立・普及に向けた体制整備に係る
　経費を新たに支援
　（補助率）1/2（県1/3、市町村1/6）

水稲直播栽培導入促進事業

重点支援地方創生臨時交付金

「富富富」生産振興対策事業【一部R⑦.2月補正】

　「温暖化に対応した米産地」への転換を図るため、高温耐性品種「富富富」の
生産拡大モデル産地づくりや乾燥調製施設の改修等を支援

①協議会が行う栽培指導や生産者登録事務等を支援
②地域課題に対応した生産拡大モデル産地づくりや
　経営体における計画的な生産拡大を支援
③生産拡大に必要な乾燥調整施設の改修等を支援
④必要種子の増産のための漏生対策等を支援



220 新 (農産食品課) 1,277,867

事業内容

財　　源

既査定

221 新 (農業経営課) 11,733

事業内容

財　　源

既査定

222 (農業経営課) 516,640

事業内容

財　　源

既査定

223 拡 (農業技術課) 4,820

事業内容

財　　源

既査定

担い手確保・経営強化支援事業【R⑦.2月補正】

　地域の中核となって農地を引き受ける担い手による農業用機械・施設等の導入
を支援

（実施主体）市町村　※農業者への間接補助
（支援対象）目標地図に位置づけられた農業者
（対象経費）農業機械・施設の導入経費
（補助率）①融資有　1/2
　　　　　　上限額：個人1,500万円、法人3,000万円
　　　　　②融資無 購入：3/10
　　　　　　　　　 リース：定額（取得額相当の3/7）

担い手確保・経営強化支援事業費補助金　等

女性が変える未来の農業推進事業【一部R⑦.2月補正】

　地域計画の実現に向け、65歳未満の認定新規就農者の早期の経営発展に必要な
農業機械・施設の導入等を支援

機械・施設の取得等に係る費用や継承した機械・施設等の修繕
等を支援
（補助率）購入・修繕等　3/10
　　　　　リース　定額（取得相当額の3/7）
（上限額）個人1,500万円、法人3,000万円

担い手育成・確保等対策事業費補助金

農業共同利用施設再編集約合理化等支援事業

　持続可能な地域農業の実現に向け、国の農業構造転換集中対策期間中に、産地
の共同利用施設等の整備や老朽化施設等の再編集約・合理化等を重点的に支援

（対象者）農業者が組織する団体等
（補助率）2/3以内
　　　　　（国約58.3% 県約5.5% 市町村約2.8%）
（上限額）20億円/年

新規就農者チャレンジ事業

　女性が働きやすい環境整備やリーダーとして活躍する女性の育成への支援を通
じ、農業への女性の経営参画を促進

①女性が働きやすい環境の整備（就労規則やトイレ
　環境等）を支援
②女性活躍の理解促進と女性リーダーの育成
③とやまの食と農の女性フェスタの開催

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

新基本計画実装・農業構造転換支援事業補助金　等



224 新 (農業技術課) 10,000

事業内容

財　　源

既査定

225

(農業技術課、
農村整備課、
森林政策課、
水産漁港課)

58,250

事業内容

財　　源

既査定

226 拡 (農業技術課) 12,000

事業内容

財　　源

既査定

227 新 (農業技術課) 2,500

事業内容

財　　源

既査定

228 新 (農村振興課) 2,750

財　　源

既査定

一般財源

　有機農業の理解醸成を図るため、情報共有や交流ができる交流プラットフォー
ムを設置・運営

①有機農産物活用に向けた生産者と飲食店・消費者との
　交流イベントの開催
②有機農業の交流サイトの構築　等

みどりの食料システム戦略緊急対策交付金　等

地域おこし協力隊を活用した「農村関係人口」創出事業

　地域おこし協力隊を採用し、地域資源の発掘・活用や情報発信・イベント運営
等を実施

もっと楽らく有機栽培促進事業

　水稲有機栽培の省力化技術を体系化し、大規模経営体や集落営農組織等での有
機農業転換を促進

①省力栽培技術の実証や実演を含めた研修会の開催等
②水田除草機等の省力化機械の導入支援

みどりの食料システム戦略緊急対策交付金　等

とやま有機農業ネットワーク事業

重点支援地方創生臨時交付金

農林水産事業者に対する物価高騰対策緊急支援事業

　エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける施設等に対し、光熱費等の高騰分を
支援（R8年度分）

①畜産農家に対する飼料価格高騰分の支援
②土地改良区等に対する農業水利施設に係る電気料金
　高騰分の支援
③林業事業者等に対する電気料金高騰分の支援
④漁協等に対する鮮度保持施設の電気料金高騰分の支援

重点支援地方創生臨時交付金

耕畜連携濃厚飼料生産利用支援事業

　耕畜連携により飼料自給率の向上を図るため、堆肥利用及び実だけを収穫・利
用する子実トウモロコシ等の生産・利用に必要な機械の導入を支援

（対象者）耕畜連携協議会、畜産農家　等
（補助対象）子実トウモロコシ等の生産等に必要な機械
　　　　　　の導入
（補助率）1/3
（上限額）350万円



229 新 (農村振興課) 19,000

事業内容

財　　源

既査定

230 拡 (農村振興課) 281,678

事業内容

財　　源

既査定

231 新 (森林政策課) 1,500

財　　源

既査定

232 (森林政策課) 277,877

事業内容

財　　源

既査定

233 拡 (水産漁港課) 3,980

事業内容

財　　源

林業・木材産業循環成長対策交付金　等

内水面漁業振興支援事業【一部R⑦.2月補正】

　漁協が実施する内水面漁業の振興に資する活動を支援

①漁協が行う資源増殖活動経費への支援
　（補助率）1/2　（上限額）25万円/漁場
②県内水面漁連の活動に対する支援
　（補助率）定額 （上限額）18万円
③漁協が行う外来魚駆除活動経費への支援
　（補助率）1/2　（上限額）15万円

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

　里山再生整備事業を推進するため、費用対効果の高い新たな竹林整備手法を実
証

水と緑の森づくり基金

林業成長産業化推進事業【一部R⑦.2月補正】

　主伐・再造林を進めるため、路網や木質バイオマス利用施設の整備など川上か
ら川下まで総合的に支援

①路網整備、間伐材の搬出
②高性能林業機械等整備への支援
③木質バイオマス利用施設整備への支援
④きのこ生産資材の導入支援　等

鳥獣被害防止総合対策事業

　イノシシやニホンザル等の野生鳥獣による農作物被害を防止するため、侵入防
止柵の整備や、捕獲の強化、被害対策に携わる実施隊員へのクマスプレー配備等
の対策を推進

①農作物被害を防止するための侵入防止柵の整備や捕
　獲活動等への支援
②豚熱まん延防止対策のための捕獲強化に対する助成　等

鳥獣被害防止総合対策交付金　等

竹林整備実証モデル事業

地域資源Re活用付加価値創出事業【一部R⑦.2月補正】

　農林漁業者が自ら生産した農林水産物等の高付加価値化や農山漁村に内在する
多様な地域資源を最大限に活用することを促し、農山漁村の持続的発展を推進

①農林漁業者による地域資源を活用した新たな商品・サー
  ビスの開発等、付加価値創出に要する経費を支援
②専門家派遣による経営改善等のフォローアップ、新
  商品・サービスの開発やブランディング等に関するセミ
  ナーを開催

地域未来交付金（地域未来推進型）　等



234 拡 (水産漁港課) 696,402

財　　源

既査定

235 拡 (水産漁港課) 12,000

事業内容

財　　源

既査定

236 新 (水産漁港課) 1,400

事業内容

財　　源

＜産業・ＧＸ＞

237 新 (くすり振興課) 2,600

財　　源

既査定

238 (くすり振興課) 191,950

事業内容

財　　源

既査定

「くすりのシリコンバレーTOYAMA」創造コンソーシアム事業【一部R⑦.2月補正】

　県内の産学官によるコンソーシアムにおいて、医薬品分野の研究開発や専門人
材の育成・確保を推進

①早期実用化に向けた医薬品の研究開発の推進
②「くすりの富山」を支える専門人材の育成・確保

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

PMDA北陸支部設立10周年記念イベント開催事業【R⑦.2月補正】

　PMDA北陸支部の設立10周年を記念し、シンポジウム等を開催

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

　海や漁村の地域資源の価値・魅力を活用して地域の賑わいや所得・雇用を生み
出す「海業」の取組みを支援

（支援対象）漁業協同組合等
（対象経費）海業の実施に係る事業計画の策定に必要な調査、
　　　　　　効果分析、実証等の取組み
（補助率）定額　※上限額500万円

海業取組促進事業費補助金

豊かな富山湾を育む藻場回復技術開発研究【R⑦.2月補正】

　ネイチャーポジティブ（自然再興）実現のため、藻場回復技術の開発研究を実
施

①浅海域における海藻（テングサ）のロープ移植
②ロープ移植とウニ除去による海藻定着効果の検証
③造成海域のモニタリング調査

漁業調査船「新立山丸（仮称）」建造事業

　水産資源や漁場環境に係る調査能力の向上を図るため、漁業調査船「立山丸」
の代船を建造

R⑧～⑩継続費設定
＜2,320,007＞

一般単独事業債　等

海業取組促進事業【一部R⑦.2月補正】



239 (成長産業推進室) 45,540

事業内容

財　　源

既査定

240 新 (成長産業推進室) 3,000

事業内容

財　　源

既査定

241 拡 (成長産業推進室) 制度改正

事業内容

財　　源

既査定

242 拡 (成長産業推進室) 6,000

事業内容

財　　源

既査定

243 新 (成長産業推進室) 7,500

事業内容

財　　源

　T-Messe2027富山県ものづくり総合見本市の開催に向けた準備を実施

①企画・立案・調整等の全体コーディネート業務
②国内外の企業の出展促進
③国内外の有力バイヤーを招へいするための調整

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

インドとの経済交流促進事業【R⑦.2月補正】

　県内企業のインドとのビジネス展開の拡大や経済交流を促進

①富山県インド経済デスクの運営
②中堅・中小企業向けウェブマーケティング研修の開催
③ウェブマーケティング実施の伴走支援

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

ものづくり総合見本市開催準備事業【R⑦.2月補正】

重点支援地方創生臨時交付金

企業立地助成金

　成長産業分野の企業や若者・女性活躍企業に対する助成を改正

①立地企業への助成　11億3,890万円
②成長産業分野の企業の立地に対し、上乗せ助成制度を
　新設
③若者・女性活躍企業に対し、業種を問わず「本社機能
　施設等移転助成金（とやまホンシャ引っ越し応援特別
　枠）」の助成率を５％上乗せ
④富山県に初めて進出する企業を増加させるため、助成
　要件を見直し

一般財源

　県内のアルミ産業の競争力を強化するため、循環型アルミ産業網のグリーン化
とサーキュラーエコノミー実現に向け、研究開発支援や人材育成等を実施

①循環型アルミ産業網のグリーン化に向けた取組み
②アルミのサーキュラーエコノミーに関する取組み
③人材育成事業
④専任コーディネーターによるプロジェクト推進

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

地域資源を活用したウェルネス産業振興事業

　ウェルネス産業の振興に向けて、本県の様々な地域資源を活かしたサウナの魅
力を発信

①本県サウナの魅力・強みの県内外への発信
②サウナを起点とした産業の裾野拡大とビジネス機会の創出

アルミ産業成長力強化戦略推進事業【R⑦.2月補正】



244 新 (成長産業推進室) 22,000

財　　源

既査定

245 拡 (成長産業推進室) 152,000

財　　源

既査定

246 新 (地域産業振興室)

事業内容

既査定

247 拡 (地域産業振興室) 15,700

事業内容

財　　源

既査定

248 拡 (地域産業振興室) 31,500

事業内容

財　　源

既査定

　県内金融機関と県が一体となって造成した「中小企業成長応援ファンド」の運
用益を活用し、県内中小企業等による新事業展開や販路開拓などの前向きな取組
みを支援

①地域資源等を活用した新商品・新サービス開発支援事業
②ものづくり技術開発促進事業
③伝統工芸産業支援事業
④販路開拓強化支援事業
⑤小規模企業応援事業
⑥スタートアップ挑戦支援事業
⑦事業承継支援事業
⑧小規模事業者事業再建支援事業

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

価格転嫁総合推進事業

　適切な価格転嫁を推進するため、実態調査や機運醸成に取り組むとともに、価
格転嫁推進サポーターによる伴走支援等を実施

①価格転嫁による経営改善を図るためのコンサルティング
　費用の補助
　（補助率）1/2以内　（上限額）25万円
②価格転嫁サポーターによる伴走支援等から得られた
　好事例の県内企業への横展開　等

重点支援地方創生臨時交付金

　研修講座の開催等を通じてDX人材の育成を図るとともに、デジタル化相談窓口
やとやまDXパートナー等による相談・伴走支援体制を強化

①階層別DX人材育成プログラムの実施
②ポータルサイトの機能拡充
③デジタル化相談窓口運営　等

水素モーダルコンビネーション輸送実証事業

　伏木富山港を活用した、日本初となるコンテナによる水素のモーダルコンビ
ネーション（複数の輸送手段の最適な組合せ）の輸送実証を実施

中小企業デジタル変革推進事業【R⑦.2月補正】

エネルギー構造高度化・転換理解促進事業費補助金

中小企業成長応援ファンド事業

高岡テクノドーム機能拡充事業

　高岡テクノドーム別館整備に係る実施設計を実施

地域活性化事業債　等



249 新 (地域産業振興室) 7,468

財　　源

既査定

250 新 (地域産業振興室) 3,300

事業内容

財　　源

既査定

251 拡 (地域産業振興室) 2,228

事業内容

財　　源

既査定

252 新 (地域産業振興室) 3,700

事業内容

財　　源

既査定

253 新 (地域産業振興室) 72,791

財　　源

既査定

　他自治体等と連携し、伝統工芸品の購買意欲が高い海外に向けて販路開拓を実
施

①バイヤーを招聘し、伝統工芸事業者とのマッチングを実施
②中国等の富裕層を誘致し、伝統工芸品を紹介
③中国国内販売拠点での伝統工芸品販売・PR
④北陸三県伝統工芸ＰＲ販売イベントの開催

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

伝統工芸産地支援員配置事業【R⑦.2月補正】

　伝統工芸産業を支え継承を支援する仕組みを構築

①産地訪問による課題集約や助言を行う伝統工芸産地
　支援員の配置
②「伝統工芸産業応援サポーター」制度を創設し、伝統
　工芸品に関心があり、継続的に関わる個人を登録

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

一般単独事業債　等

新分野進出サポート事業

　県内受注企業の新分野への進出をサポートするため、新世紀産業機構に受発注
コーディネーターを新たに配置するとともに、「富山県受注企業情報サイト」の
リニューアルを実施

伝統工芸海外販路開拓支援事業【R⑦.2月補正】

重点支援地方創生臨時交付金

経営者保証非提供推進事業

　経営者保証に依存しない融資を推進するため、国制度「協調支援型特別保証」
を利用する中小企業者が経営者保証を外す場合の上乗せ保証料を補助

国保証制度「協調支援型特別保証」を利用して金融機関から融
資を受ける中小企業者が、保証料上乗せにより経営者保証を外
す場合に、保証料を補助
（補助率）0.15％

重点支援地方創生臨時交付金

商工会館建設費補助金

　黒部商工会議所会館の建替え経費を支援



254 拡
(多様な人材活躍

推進室)
1,150

事業内容

財　　源

＜観光＞

255 拡 (政策推進室) 18,200

事業内容

財　　源

既査定

256 拡 (政策推進室) 8,372

事業内容

財　　源

既査定

257 (政策推進室) 7,820

事業内容

財　　源

既査定

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

「寿司といえば、富山」人材確保・育成事業【一部R⑦.2月補正】

　県内における寿司提供体制の維持・強化、寿司ブランディングの新たな担い手
を育成・確保するため、寿司店と若手寿司職人のマッチングや、寿司職人養成校
での職人育成を支援

①県内寿司店と県内外の若手寿司職人のマッチング支援
②若手寿司職人育成イベントの開催
③寿司職人養成校の県外受講生への交通費助成

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

　官民連携等により「寿司といえば、富山」の情報発信を強化

①民間事業者や他自治体と連携したイベントへの出展やPR
②国際学会への出展を通じた、有識者による客観的評価を踏ま
　えた情報発信
③地域資源と「寿司」を掛け合わせた体験型旅行商品造成・
　情報発信、「とやまクラフト寿司」の普及による幅広い波及
　効果の創出

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

「寿司といえば、富山」魅力発信事業【一部R⑦.2月補正】

　「幸せ人口1000万」の実現に向け、本県の認知度向上や誘客促進等を図るた
め、寿司を入口に本県の魅力を国内外に発信

①地域おこし協力隊を活用した、移住者目線での魅力発信
②「寿司といえば、富山」の魅力発信のための広告配信
③事業者によるイベント出展への支援

ものづくり競技力強化事業

　令和８年８月に本県で初めて開催される「若年者ものづくり競技大会」に出場
する選手の強化訓練への支援を拡充

（対象経費）全国競技大会出場選手が所属する学校、企業
　　　　　　等において実施する強化訓練に要する経費
（補助上限）10万円/人
　　　　　　※補助人数を拡大

重点支援地方創生臨時交付金

「寿司といえば、富山」県民・事業者参画促進事業【R⑦.2月補正】



258 新
(ワンチームとやま

推進室)
40,000

事業内容

財　　源

既査定

259 新 (観光振興室) 2,500

事業内容

財　　源

既査定

260 新 (観光振興室) 10,000

事業内容

財　　源

既査定

261 新 (観光振興室) 15,400

事業内容

財　　源

既査定

262 拡 (観光振興室) 20,000

事業内容

財　　源

既査定

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

北陸三県による広域観光誘客促進事業

　北陸新幹線敦賀開業及び北陸DCの効果を持続・発展させるため、北陸三県が一
体となり、三大都市圏に加え、新たに東北エリアをターゲットに、観光情報の発
信や観光地としての魅力づくり、広域周遊を促進

①メディアを活用した観光プロモーションの実施
②三県に共通する魅力をテーマにしたイベントの開催
　による北陸のブランディングの強化
③三県の観光案内所等のスタッフによる合同勉強会の開催　等

重点支援地方創生臨時交付金

　富山県観光振興戦略プラン（R4.3策定）を改訂するため、会議等を開催

①富山県観光振興戦略プラン策定会議の開催
②関係団体との意見交換会の開催　等

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

富山県体験コンテンツ造成・販売支援事業【R⑦.2月補正】

　個人旅行を中心としたインバウンド誘客の拡大に向け、県内体験コンテンツの
造成・磨き上げや、海外OTA（オンライン旅行代理店）等を活用したプロモー
ションを実施

①体験コンテンツの造成・磨き上げに向けた伴走支援
②海外OTAサイト等を活用したプロモーション支援

「TGC TOYAMA 2026」開催事業【R⑦.2月補正】

　県内外の若年層等への本県の魅力発信や、震災からの心の復興につなげるため
「TGC TOYAMA 2026」を開催

「TGC TOYAMA 2026」の開催及びイベントと連携した地域の魅力
発信

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

第４次富山県観光振興戦略プラン策定事業【R⑦.2月補正】

JR連携による「寿司」をフックとした富山旅促進事業【R⑦.2月補正】

　「寿司といえば、富山」によるブランディングと連動し、寿司を工芸、地酒、
自然等を掛け合わせた魅力の発信による観光誘客を促進

①三大都市圏及び東北主要駅における観光PRイベントの開催
②旅行商品の造成や情報発信　等

地域未来交付金（地域未来推進型）　等



263 新 (観光振興室) 22,600

事業内容

財　　源

既査定

264 新 (観光振興室) 9,000

事業内容

財　　源

既査定

265 新 (観光振興室) 8,500

事業内容

財　　源

既査定

266 拡 (観光振興室) 6,100

事業内容

財　　源

既査定

267 拡 (観光振興室) 16,000

事業内容

財　　源

既査定

インバウンド・ハイエンド層誘客促進事業【R⑦.2月補正】

　インバウンドのうち特に消費の旺盛なハイエンド層をターゲットとした誘客プ
ロモーションを展開

①ハイエンド層をターゲットとした海外商談会への参加
②旅行会社の県内への招聘

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

東アジア・東南アジア観光プロモーション事業【R⑦.2月補正】

　東アジア・東南アジア市場の訪日リピーター層を獲得するため、現地セールス
を強化

①現地旅行会社と連携した台湾での観光PRの実施
②東アジア・東南アジアの旅行会社等へのセールス、
　観光レップの設置や情報発信　等

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

　近隣県に来訪の多い欧米豪からのインバウンドの本県周遊の促進に向け、旅マ
エ・旅ナカでのプロモーションを実施

①欧米豪市場に向けての情報発信の実施
②近隣主要観光地での観光PRの実施

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

富山県×ANA WEB広告を活用したインバウンド誘客促進事業【R⑦.2月補正】

　ANAホールディングスと連携した誘客プロモーションを展開

デジタル広告によるWEBプロモーションの実施 等

米国観光PRイベント開催事業【R⑦.2月補正】

　米国からのインバウンド誘客の拡大に向け、認知度向上のための観光PRイベン
トを開催

米国ロサンゼルスでの観光PRイベントの開催

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

近隣県とのインバウンド周遊促進事業【R⑦.2月補正】



268 拡 (観光振興室) 30,000

事業内容

財　　源

既査定

269 新 (観光振興室) 1,000

事業内容

財　　源

既査定

270 新 (観光資源活用室) 1,000

事業内容

財　　源

既査定

271 新 (砂防課) 1,500

事業内容

財　　源

＜環境＞

272 (政策推進室) 6,280

事業内容

財　　源

既査定

環境保全基金

　立山カルデラ砂防博物館の魅力向上に資する効果的な施策を企画・立案するた
め、ニーズの調査・分析を実施

①ニーズ調査・分析
②運営委員会の開催

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

カーボンニュートラル戦略推進事業

　カーボンニュートラル戦略の目標達成に向けて、脱炭素型ライフスタイルの普
及啓発等を実施

10月のカーボンニュートラル推進月間を中心に、取組みの意義
やメリット、国や県の支援制度等を周知

ISTSプレイベント開催事業【R⑦.2月補正】

　令和９年７月に富山国際会議場で開催されるISTS（宇宙技術および科学の国際
シンポジウム）の機運醸成のため、航空宇宙に関するプレイベントを開催

子供から大人まで航空宇宙に親しみがもてる講演会を実施

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

立山カルデラ砂防博物館の魅力向上策検討事業【R⑦.2月補正】

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

　本県ならではの観光資源を活用した旅行商品や観光コンテンツの造成、インバ
ウンド等に対応した受入環境の整備等を支援

①旅行商品の造成
（対象者）旅行業者　（補助額）１名１泊あたり2,000円
（上限額）10万円
②観光コンテンツ造成・受入環境整備
（対象者）県内観光事業者及び団体　（補助率）1/2
（上限額）100万円
③貸切バス人材確保
（対象者）県内貸切バス事業者　（補助率）1/4
（上限額）10万円

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

飛越連携誘客促進事業【R⑦.2月補正】

　富山県を玄関口や周遊拠点とする、高山や白川郷を交えた周遊の利便性やエリ
アとしての魅力を発信し、誘客と周遊観光を促進

①首都圏主要駅における観光PRイベントの開催
②モデルコースの造成や情報発信

持続可能な観光地域づくり支援事業【R⑦.2月補正】



273 (環境政策課) 15,000

財　　源

既査定

274 (環境政策課) 802,000

事業内容

財　　源

既査定

275 拡 (環境政策課) 700,000

事業内容

財　　源

既査定

276 (自然保護課) 56,768

事業内容

財　　源

既査定

277 (自然保護課) 119,300

事業内容

財　　源

既査定

指定管理鳥獣対策事業交付金　等

自然公園整備費【一部R⑦.11月補正】

　国立・国定公園の利用者の安全性・快適性を確保するため、施設整備を実施

太郎山三俣蓮華岳線の歩道改修、立山登山道の歩道改修　等

自然環境整備交付金　等

　エネルギー価格高騰に伴う家計の負担の軽減と温室効果ガスの削減を図るた
め、省エネ性能の高い家電・機器、太陽光発電設備の購入者に対し、品目に応じ
てキャッシュレスポイント等を交付

（対象店舗）県内に所在する実店舗
（対象製品）エアコン、冷蔵庫、LED照明器具、
            高効率給湯器（エコキュート、エネファー
　　　　　　ム、エコジョーズ等）、太陽光発電設備
（付与ポイント）1,000円～100,000円相当
（キャンペーン期間）R8.5月～R8.12月末
　　　　　　　　　　※予算上限に達した時点で終了

重点支援地方創生臨時交付金

指定管理鳥獣捕獲等事業

　イノシシ及びニホンジカの個体数を管理するため、捕獲専門チーム等による捕
獲、効果的捕獲技術の実証、生態調査を実施

①捕獲専門チーム等による指定管理鳥獣の捕獲
②効果的捕獲の推進、捕獲従事者の技術向上
③生態等基礎調査

県有施設のLED化推進事業

　カーボンニュートラル戦略における「県庁の率先行動」の目標達成に向け、県
有施設照明のLED化を計画的に推進

スポーツ施設、文化施設等における照明のLED化

脱炭素化推進事業債　等

省エネ家電・機器買い換え促進による生活者支援事業【R⑦.2月補正】

公用車の電気自動車更新事業

　カーボンニュートラル戦略における「県庁の率先行動」の目標達成に向け、公
用車の電気自動車への更新を促進

脱炭素化推進事業債　等



278 新 (自然保護課) 2,000

事業内容

財　　源

既査定

279 新 (環境保全課) 900

事業内容

財　　源

既査定

280 新 (成長産業推進室) 15,000

事業内容

財　　源

既査定

281 (森林政策課) 33,500

事業内容

財　　源

既査定

282 新 (企・電気課) 242,000

事業内容

財　　源

バイナリー発電地熱井調査事業

　魚津地域でのバイナリー方式による地熱発電導入に向け、事業実施の可能性を
調査

①地熱井の掘削
②試験等の実施（圧力・温度・流量の測定、地質・水質の
  分析）

自己財源

重点支援地方創生臨時交付金

クマ対策緊急３箇年森林整備事業

　クマの出没件数が多い地域において、令和６年度より３年間で集中的に森林整
備等を支援

① クマとの棲み分けを図る森林整備
② 地域住民による整備後の維持管理活動支援
③ クマの侵入を防ぐ電気柵の設置

水と緑の森づくり基金

　ネイチャーポジティブ（自然再興）の認知度向上を図るとともに、環境資源の
保全活動を促進するため、環境イベントや動画発信等を通じて広く普及啓発を実
施

①環境イベントにおいて基調講演や展示の実施
②環境資源の保全活動をPRする動画等を活用した広報

環境保全基金

低燃費タイヤ導入費支援事業【R⑦.2月補正】

　物価高騰の影響を受けるトラック事業者に対し、低燃費タイヤへの更新費用を
支援

（支援対象）トラック事業者
（対象経費）一定の燃費性能基準を満たすトラック用タイヤ
（支援額）タイヤ１本あたり3,000円　※１社につき最大10本

ニホンザル捕獲強化実証事業【R⑦.2月補正】

　ニホンザルの加害群の効率的な捕獲を行うため、GPSを用いた捕獲を試行的に
実施

リアルタイムの位置情報を活用した捕獲の検証

地域未来交付金（地域未来推進型）　等

ネイチャーポジティブ・環境保全活動機運醸成事業



持続可能な行財政運営

283 新

(ワンチームとやま推
進室、

人事企画室、
人事委員会事務局)

10,300

事業内容

財　　源

既査定

284 新 (財政課) 6,350,000

財　　源

既査定

285 (財産管理室) 7,000

事業内容

財　　源

既査定

286 拡 (生活衛生課) 18,000

事業内容

財　　源

既査定

獣医学生修学支援事業

　獣医師職員を確保するため、県による修学資金貸与制度を拡充するとともに、
他の奨学金等の返済支援制度を創設

①獣医学生修学資金・貸与額の増額
　4万円/月→（国立）10万円/月、（私立）18万円/月
②奨学金等返済助成の新設
　（対象）奨学金（日本学生支援機構等）の貸与を受けて
　　　　　修学中の獣医学生等
　（内容）480万円を上限に支援

一般財源

一般財源（元気とやま未来創造基金を活用）　等

県庁周辺エリアマネジメント推進事業

　県庁周辺エリアの「ありたい姿」を実現するため、県庁舎のあり方やウォーカ
ブルなエリアの実現に向けた検討を進めるとともに、基本構想に沿ったアクショ
ンを実行

①県庁舎のあり方検討会の開催
②NHK跡地暫定活用の推進
③県庁周辺エリアマネジメント組織等との連携

一般財源　等

　複雑・高度化する行政課題に対応する県職員等の確保に向けた取組みを強化

①新卒や転職希望者向けの就職情報サイトでの情報発信
②技術職の確保に向けた大学等での採用広報活動の実施
③県・市町村合同採用説明会の開催

一般財源

公用施設総合管理基金の創設

　施設の老朽化が進行するとともに、人口減少による公用施設の需要の大きな変
化が見込まれるなか、計画的・安定的に公用施設の改修・整備を進めるための基
金を創設

県職員人材確保強化事業



287 新 (農業技術課) 1,955

事業内容

財　　源

既査定

288 (企・電気課) 3,117,595

事業内容

財　　源

Ⅳ　サンドボックス予算（１．４億円）

電気事業・ガス事業債　等

　家畜防疫員を志す獣医学生を安定的に確保するため、国奨学金制度を活用し、
修学資金を貸付支援

獣医学生等への修学資金給付金を補助
国立大学生：10万円/月
私立大学生：18万円/月
高校卒業時：入学金他
※一定期間、県職員として従事することで返還免除

一般財源

県営水力発電所リプレース事業

　２発電所（大長谷第二、仁歩）について、リプレース（全面的更新）を実施

設計施工一括発注方式による２発電所の工事

 現場の視点やアイディアを活かし、新たな課題に迅速・果敢に対応するもの
（各部局1,000万円）

県獣医師確保対策事業



Ⅴ　公共事業・主要県単独事業

〇一般公共事業、直轄公共事業、災害公共事業

（令和７年度11月補正、２月補正予算を加えた予算額ベース）

（単位：百万円）

うち国土強
靱化実施中
期計画

うち国土強
靱化5か年
加速化対策
事業

道 路 橋 り ょ う 20,577 6,064 19,960 5,883
道路ネットワークの整備、老朽化対
策等

河 川 6,286 3,718 6,926 4,184 河川堤防・護岸の改修等

海 岸 1,495 774 1,001 237 海岸の侵食対策等

砂 防 5,410 1,461 5,769 1,529 砂防関係施設の整備等

港 湾 1,598 180 1,687 246 港湾施設の機能強化、老朽化対策等

空 港 386 0 406 0 滑走路舗装改良等

都 市 計 画 5,720 811 5,304 695 都市基盤の整備等

住 宅 228 0 235 0 県営住宅の長寿命化対策等

土 地 改 良 20,004 2,983 19,116 3,533
農地の大区画化・汎用化、農業水利
施設の老朽化対策、防災減災対策等

農 村 振 興 1,803 0 1,821 0 地域の共同活動への支援

造 林 611 164 593 95 間伐等の森林整備

林 道 1,143 0 1,153 0 林道の整備等

治 山 2,956 966 2,807 795 山腹崩壊の復旧等

漁 港 874 32 860 0 漁港施設の機能強化、老朽化対策等

69,091 17,153 67,638 17,197

土 木 14,347 2,748 14,351 3,453
国道8号、伏木富山港、神通川、利賀
ダム、立山砂防の施設整備・改良等

農 林 1,407 43 1,430 38
国営農地再編整備事業「水橋地
区」、荒廃渓流の復旧等

15,754 2,791 15,781 3,491

土 木施 設 災 害 復 旧 3,135 0 3,135 0

農林水産業施設災害復旧 2,152 0 2,297 0

5,287 0 5,432 0

90,132 19,944 88,851 20,688

直 轄 公 共 計

区　　　　分

７　年　度
当初予算額

８　年　度
見　積　額

事業内容

一 般 公 共 計

災 害 公 共 計

合　　　　　　計

7年度11月補正、

2月補正を含む

6年度11月補正、

2月補正を含む



〇主要県単独事業

（令和７年度２月補正予算を加えた予算額ベース）

（単位：百万円）

道路橋りょう整備費 7,967 8,971 道路の整備、修繕等

災 害 防 除 費 283 268 道路の落石、法面対策等

雪 寒 対 策 施 設 費 902 965 消雪施設の新設、修繕等

河 川 海 岸 整 備 費 1,480 1,457 河川護岸の修繕、浚渫・伐木等

都 市 計 画 整 備 費 910 889 都市施設の整備、修繕等

港 湾 整 備 費 748 743 港湾施設の補修等

空 港 整 備 費 190 250 空港施設の維持修繕及び調査等

砂 防 施 設 整 備 費 470 457 砂防関係施設の維持、修繕等

土　木　部　計 12,950 14,000

農業農村整備事業費 635 580 老朽化した農業用用排水路の改修等

森 林 整 備 事 業 費 255 230 保育間伐等の森林整備

治 山 事 業 費 440 430 荒廃山地の復旧

林 道 整 備 事 業 費 40 50 林道の改修

農林水産部　計 1,370 1,290

1,330 1,220 県有施設の改修工事等

1,200 1,195 県立学校の改修工事等

500 450 県有文化・スポーツ施設の改修工事等

100 180 県有施設の防災対策工事等

17,450 18,335

1,100 1,100 県単独事業に係る用地先行取得事業

18,550 19,435

※物価や資材単価の上昇に臨時的に対応するための経費（1,350百万円）を含む。
※令和７年度分は災害対応経費（105百万円）を含む。

区　　　　分

７　年　度
当初予算額

８　年　度
見　積　額

事業内容

県 有 施 設 改 修 費

県 立 学 校 施 設 修 繕 費

文化・スポーツ施設修繕費

緊 急 防 災 分

合　　　　　　　　　計

県単独公共用地特別先行
取 得 事 業 費

総　　　　　　　　　計

7年度2月補正

を含む

6年度2月補正

を含む


